
平成２２年度 第２回三重県公共事業評価審査委員会議事録

１ 日 時 平成２２年１０月４日（月） １３時００分～１７時００分

２ 場 所 吉田山会館 ２０６会議室

３ 出席者

（１）委 員

葛葉泰久 委員長、大森達也 副委員長、岩田俊二 委員、芝﨑裕也 委員、鈴木宏 委員、

田中彩子 委員、南部美智代 委員、野口あゆみ 委員、宮岡邦任 委員、森下光子 委員

（２）三重県

（県土整備部） 立花 下水道室長、他

（中勢流域下水道事務所）北田 事業推進室長、他

（伊勢建設事務所） 新堂 宮川下水道室長、他

事務局 土井 公共事業総合政策分野総括室長

里 公共事業運営室長、他

４ 議事内容

（１） 三重県公共事業評価審査委員会開会

（公共事業運営室長）

どうも皆様、お待たせをいたしました。定刻となりましたので、ただ今から、平成２２年

度第２回三重県公共事業評価審査委員会を開催をいたします。

本日の司会を務めます公共事業運営室長の里でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

さて、本委員会は原則公開で運営することとなっております。傍聴も許可するということ

でよろしいでしょうか。

（委員長）

委員の皆さん、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。

（委員同意）

はい、それでは公開で行なって、傍聴を許可するということでよろしくお願いいたします。

（公共事業運営室長）

はい。ありがとうございます。それでは、入室をしていただきます。

本日の委員会につきましては、10名の委員中、９名の委員にご出席をいただきました。
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委員も少し遅れてお来しをいただけるようでございます。

三重県公共事業評価審査委員会条例第６条第２項に基づき本委員会が成立することをご報

告いたします。

それでは早速でございますが、議事次第に基づき、以降の進行については委員長にお願い

したいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

（委員長）

はい、それではただ今から、議事次第２の再評価対象事業の審査を行います。

なお、本日の委員会の終了時間をおおむね17時といたします。

説明の方は簡潔明瞭にお願いいたします。では、事務局説明をお願いいたします。

（事務局）

事務局を担当しております県土整備部公共事業運営室の保田です。よろしくお願いいたし

ます。

本日、ご審査をお願いいたします再評価事業について説明させていただきます。お手元の

資料の４をご覧ください。審査対象事業一覧の審査箇所に○印が付してございます３番、５

番の下水道事業、２事業が本日の審査箇所でございます。説明につきまして、この後、担当

室より行いますのでよろしくお願いいたします。

箇所の概要につきましては資料５に記載しております。箇所の説明は資料６を用いて行い

ます。事業主体の説明は、まず、下水道室から全体の概要について約10分で説明し、その後、

個別に事業についてそれぞれ約15分間で行います。

なお、説明の効率化を図る観点から、説明時間の２分前から２分ごとにベルを用いてお知

らせしますので、よろしくお願いいたします。

（委員長）

それでは、事務局から説明がありましたとおり、３番と５番の説明を受けることとします

けれども、ここで委員の皆様、何かご意見、ご質問等ございませんでしょうか。

特にございませんので、それでは、下水道事業について説明をお願いいたします。

（２） 再評価対象事業の審査

（県土整備部 下水道室長）

県土整備部下水道室室長の立花でございます。よろしくお願いいたします。

私からは三重県の下水道事業の概要等につきまして説明させていただきます。座って説明

させていただきます。

資料６をご覧ください。それでは、これから説明させていただく事項について申し上げま

す。まず、１番の下水道事業の概要と、２番の平成19年度の三重県公共事業評価審査委員会
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での答申と再評価を行う理由、３番の流域別下水道整備総合計画の見直し内容の３つについ

て私から説明を行い、その後、中勢流域下水道事務所、伊勢建設事務所から４番のそれぞれ

の事業計画の見直し概要とＢ/Ｃの算定結果等について説明をいたします。

それでは、１番の下水道事業の概要につきまして、まず、汚水処理の種類について説明い

たします。汚水の処理には下水道法上の下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽、コミ

ュニティープラントなどがあります。このうち、今回、審査をお願いするのは、スライドの

赤で囲んでおります下水道法上の下水道の流域下水道と流域関連公共下水道となります。

次に、主な下水道の役割について説明いたします。下水道の役割には、大きく分けて汚水

事業と雨水事業がございます。今回、審査いただく汚水事業には、清潔で衛生的な町をつく

り、快適な生活環境を創造するという生活環境の改善、川や海等の水質の汚濁を防止する公

共用水域の水質保全という重要な役割があります。

次に、スライドは下水道事業の仕組みを表しています。今回、審査いただく流域下水道の

仕組みは、市町が行う流域関連公共下水道事業により、家庭等から排出される汚水を集める

管渠を整備して、県が行う流域下水道事業により整備する幹線管渠に流し込み、この幹線管

渠で集めた汚水は、同じく県が整備する処理場で浄化し公共用水域に放流するという市町と

県が連係して進める事業です。

三重県における下水道普及率の推移について説明いたします。スライドでは青い線が三重

県の普及率の推移を、赤い線が全国平均値を示しています。本県の下水道普及率は、平成21

年度末現在、45.1％、全国順位は第40位となっており、全国平均値との差は少しずつ縮まっ

ているものの、現在の全国平均値である73.7％に比べると、まだ低い水準にあります。

県内の流域下水道では、伊勢湾に面した３流域、６処理区で事業を行なっております。こ

のうち、北勢沿岸流域下水道北部処理区、南部処理区、中勢沿岸流域下水道雲出川左岸処理

区、松阪処理区、宮川流域下水道宮川処理区の５処理区については、既に供用を開始してお

ります。残る中勢沿岸流域下水道志登茂川処理区についても早期の供用開始に向けて処理場

の整備を進めているところです。このうち、オレンジ色で示した区域が今回、審査いただく

雲出川左岸処理区及び宮川処理区となります。

次に、２番目の項目である平成19年度の三重県公共事業評価審査委員会での答申と、再評

価を行う理由について説明いたします。下水道事業の再評価につきましては、三重県公共事

業再評価実施要綱第２条に基づきおおむね10年ごとに評価することとしております。

また、下水道事業は県と市町が役割を分担し一体となって進める事業であり、県の流域下

水道事業と市町の実施する流域関連公共下水道を一体的に評価いただいたほうが分かりやす

いとの判断から、平成17年度から合わせて再評価の審査をしていただいております。

雲出川左岸処理区及び宮川処理区につきましては、平成19年度に事業の再評価を行い、当

委員会において審査をいただきました。その際に、少子高齢化の影響等により人口が減少傾

向になっていることを踏まえ、流域別下水道整備総合計画が見直し中であったため、「現事業

計画の見直しスケジュール、見直しの方針が確実に履行されることを条件に事業継続を了承

する。ただし、市町が策定する事業計画を流域別下水道整備総合計画及び事業計画に速やか、
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かつ適切に反映されたい」との答申を受けました。今回、市町との調整を行い、近年の社会

情勢の変化の要因である人口減少等を流域別下水道整備総合計画に反映し、その見直した計

画諸元に基づき、市町の事業計画と県の事業計画の見直しを平成21年度に行い、これらの計

画の見直しの手続きが完了したため、再評価を行うこととしました。

再評価と計画の見直しの関係をもう少し分かりやすくお示しするとスライドのようになり

ます。スライドの青い線は、事業計画の上位計画である流域別下水道整備総合計画を示して

います。また、赤い線は、この計画に基づき策定する事業計画を示し、オレンジ色の線は、

事業計画に基づいて管渠施設や処理場施設を建設する事業実施年次を表しています。

平成19年度の事業再評価時点では、将来人口や１人当たりの汚水量の減少等を反映した流

域別下水道整備総合計画の見直しの途中でありましたので、条件付きで事業継続を了承いた

だきました。その後、流域別下水道整備総合計画の見直しが平成20年度、事業計画の見直し

が平成21年度に完了いたしましたので、今回、その事業計画について再評価を行うこととし

ました。

次に、３番目の項目である流域別下水道整備総合計画の見直し内容について説明いたしま

す。（１）計画区域、（２）将来行政人口、計画処理人口、（３）１人当たりの汚水量、（４）

計画汚水量、（５）処理水質のすべてについて見直しを行いました。ここで（１）計画区域は、

市町が経済性等を考慮し区域を見直しました。（２）の将来行政人口は、コーホート要因法を

用いて推計し、計画処理人口は、推計した将来行政人口を地域特性に応じて計画区域内と計

画区域外に配分いたしました。（３）の１人当たり汚水量は、上水道給水実績から推計いたし

ました。（４）の計画汚水量は、計画処理人口に１人当たりの汚水量を乗じることなどにより

算定し、下水道処理場の処理能力を決定する際に用います。また、下水処理場の処理レベル

を決定する際に用いる（５）の処理水質についても見直しをしました。

将来人口の推計に用いたコーホート要因法について補足いたしますと、スライドで示して

いるとおり、年齢階層別の人口動態から将来予測を行うもので、出生、死亡、人口移動等の

要因を加味し、基準年から順次算定していく方法です。これは国立社会保障・人口問題研究

所等、人口推計を行う際に広く利用されております。

例えば、津市の行政人口の推移をお示ししますと、実績値を黒い線で表示しています。平

成19年度評価時に採用していた人口推計は青い線で表示しており、推計にあたり平成９年の

行政人口を現況人口としてコーホート要因法で推計いたしました。今回、見直しを行なった

人口推計については赤い線で表示しており、平成16年の行政人口を現況人口として同じくコ

ーホート要因法で推計しています。推計結果は人口減少を考慮した人口推計となりました。

現在、津市は横ばいから減少への変化点にある状況です。平成27年度で比較いたしますと、

見直しにより24,900人減少し、計画目標時点では39,300人減少する結果となりました。

次に、津市の１人当たり上水道給水量の推移を示します。将来の１人当たり汚水量はこの

給水実績に基づき設定しています。給水実績については黒い線で表示しています。平成19年

度評価時の採用値は、平成９年度までの実績値をもとにトレンド推計した値を採用しており、

青い線で表示しています。今回、見直した採用値は、平成16年までの実績値をもとにトレン
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ド推計し、１人当たり給水量は横ばいとして赤い線で表示しております。見直しにより105ℓ

減少いたしました。

同様に宮川処理区についても見直しを行い、その結果を取りまとめたものがこちらにござ

います。詳細につきましては、この後、各処理区ごとに説明いたします。

雲出川左岸処理区につきましては、区域が大きくなったものの、将来人口の減少や１人当

たり汚水量が減少したため、汚水量が25％程度減少いたしました。宮川処理区については、

区域が小さくなり、将来人口の減少や１人当たり汚水量が減少したため、汚水量が25％程度

減少いたしました。これらの見直した諸元を用いて各処理区において事業計画を見直してい

ます。

以上で、下水道室からの説明を終わります。

（中勢流域下水道事務所事業推進室長）

中勢流域下水道事務所事業推進室の室長の北田と申します。よろしくお願いいたします。

まず最初に、９月10日第１回の審査委員会の概要説明書で説明したところ、全体計画事業

費と工事費に誤りがありましたので、訂正したものを各委員様に送らせていただきました。

どうも大変申し訳ございませんでした。

また、前回、大森委員様より質問がありましたことについては、再評価の説明を行なった

後、させていただきますので、よろしくお願いいたします。

では、座って説明させていただきます。

再評価対象地域の位置関係でございます。中勢流域沿岸下水道の雲出川左岸処理区は、三

重県のほぼ中央に位置しまして、津市の南部地域になります。合併前の市町村で言いますと、

旧津市の南部と旧久居市、旧香良洲町の２市１町でございます。

本事業の目的は、伊勢湾をはじめとする公共用水域の水質保全、汚水排除による生活環境

の改善を図ることを目的としております。

本事業の諸元を今から説明いたします。スライド平面図の黄色い部分が計画区域面積で約

3,900ha、計画人口は11万9,300人、黒の実線が流域幹線管渠で12.7ｋｍ、記号の赤色の○Ｐは

香良洲中継ポンプ場でございます。赤色のＴは終末処理場の雲出川左岸浄化センターを表し

ております。処理能力が日最大7万1,320㎥の施設を整備する計画でございます。 

再評価書の中段をご覧ください。再評価を行なった理由ですが、本庁の下水道室が言った

ように、19年度に再評価を行い、現の計画を見直しスケジュール、あと見直し方針が確実に

履行されることを条件に事業継続を了承されました。ただし、市町が策定する事業計画を流

域別下水道整備計画及び事業計画に速やかに適切に反映されたいとのことで答申を受け、平

成21年度に事業計画の見直しが完了したことによりまして、今年度、再評価を受けることに

なりました。

スライドをご覧ください。上位計画である流域別下水道総合計画をもとに事業計画の見直

しを行なった結果、各項目の数値はスライドに示すとおりでございます。まず、計画目標年

次は平成27年度から平成37年度へ、行政人口は3万9,300人減りました。計画区域面積は19.2ha
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増えております。計画処理人口は約1万1,000人減っております。日最大生活営業汚水量原単

位はご覧のとおり140ℓの減となっております。日最大の計画汚水量は約9万5,000㎥から、2

万4,000㎥減りまして、約7万1,000㎥となっております。流域幹線延長の12.7ｋｍは変更ござ

いません。左岸処理浄化センターの処理能力は、１日当たり9万5,400㎥から約2万4,000㎥減

りまして、約7万1,000㎥となります。これは津市の計画である流域関連事業の各数値を表し

ております。県の私が言いました今の流域下水道事業の数値と全く同じでございます。計画

区域が追加になったところは赤色で明示しております。その内容は隣接する大型店舗や施設、

防災避難地の取組によります。雲出川を渡ったオレンジ色の区域は、地形条件、経済性を考

慮し、隣接する松阪処理区の流域下水道事業計画区域へ編入しております。

このスライドは事業費の算定方法と事業費の内訳を表したものです。事業費の算定方法は、

平成19年度と今年度と同様の手法で実施しており、過年度実績及び基本設計成果に基づいて

積算しています。基本条件であります計画目標年次、計画面積、計画人口、管渠延長、処理

能力については、先ほど述べたとおりでございます。

雲出川左岸浄化センターの処理方式については、伊勢湾の水質環境基準に対応するため変

更しております。

事業費の増減ですが、県の流域下水道事業と津市の流域関連公共下水道を合わせた全体事

業費は、見直し後、約1,995億円となり、23億円の減額となりました。内訳といたしましては、

県の流域下水道事業では既に整備済みであります管渠、ポンプ場建設費、用地費については

増減がありません。処理場建設費については、約30億円減額となっています。これは事業計

画の見直しにより処理汚水量が減少したことによって、浄化センターの水処理施設が３池分

減ったことによります。津市の流域関連公共下水道事業については、面整備が増えたことで

管渠建設費が約７億円増加しています。

このスライドは平成21年度末現在の事業の進捗状況を表したものです。流域下水道事業の

流域幹線管渠と中継ポンプ場は既に整備済みでございまして、雲出川左岸浄化センターは平

成５年４月より供用を開始し、処理能力全体計画7万1,000㎥のうち、約56％に当たる約４万

㎥が稼働しています。 

津市の公共下水道事業の管渠の面整備状況は、全体計画区域が約3,900ｍのうち、約43％の

1,700haが整備され、その整備人口は全体人口の約70％に当たる8万3,000人となります。この

スライドは先ほど説明いたしました事業の進捗状況を図に表したものでございます。整備済

み区域を灰色に着色しております。未整備区域を黄色に着色しています。

流域下水道事業の残計画としては、今後、未整備区域が整備され、汚水量が増加すること

に伴う浄化センターの処理能力アップの増設を残すのみでございます。

このスライドは雲出川左岸浄化センタの整備計画を示しております。浄化センターの整備

は、今後、流入する汚水量の増加に伴い、段階的に建設していく計画でございます。

事業計画の見直しにより、汚水を処理する域の数は16池から13池となりまして、平面図の

黄色の部分、３池が減りました。平面図で黒色に着色した施設が平成21年度までに整備を行

なった施設であり、下のグラフの整備済み汚水能力も同じ黒色で表しております。今後は赤
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色の線で示した汚水量の増加予測に基づき、処理施設の増設を行なっていく計画でございま

す。この汚水量の伸びは、津市の整備状況や実際に浄化センターに入ってくる汚水量を随時

確認して汚水量の予測を行なっております。

処理場用地は、先にも述べましたとおり、19.1haすべて取得済みでございます。この事業

への投資額は、昭和56年度着手から平成21年度まで約995億円を投じ施設の整備を行なってま

いりました。

事業を巡る社会経済状況等の変化については、現段階での予測は折れ線グラフに示すよう

に、少子高齢化の影響を受け、将来行政人口の伸びが減少傾向になっていく方向にあります。

費用効果分析について説明いたします。分析にあたっては、お手元の（社団法人）日本下

水道協会発行の下水道事業における費用効果分析マニュアル案や県単価及び実績等を参考に

して行いました。便益の算定にあたってですが、周辺環境の改善効果、住居環境の改善効果

は代替費用法で、公共用水域の水質保全効果は仮想金銭化法で便益を算定しております。評

価期間は事業着手年であります昭和56年から、整備完了予定年の平成55年度の50年後である

平成105年度までを分析対象期間としております。

それでは、費用効果分析の便益について説明いたします。便益として計上しました項目は

３つあります。１つ目は、周辺環境の改善効果といたしまして、悪臭、害虫防止のため、水

路へふたの設置や水路清掃の費用を上げております。２つ目は、居住環境の改善効果として

個人が浄化槽を設置したり、維持管理をする費用を計上しております。３つ目は、公共用水

域の水質保全として、伊勢湾の水質を保全することに対する住民の支払い意志額等を算定し

ております。

各便益は、周辺環境の改善効果が約1,383億円、居住環境の改善効果が約2,357億円、公共

用水域の水質保全効果が約276億円で、総額で約4,015億円となりました。この表は各便益の

内訳を表したものです。周辺環境の改善効果の内訳は、水路のふた設置費用が約693億円、水

路の清掃費用が約690億円です。居住環境の改善効果の内訳は、浄化槽の設置費が約798億円、

維持管理費が約890億円、用地費が約84億円、浄化槽汚泥処分費が約377億円、浄化槽汚泥処

理施設の設置費が約94億円、維持管理費が約107億円、用地費が約７億円となっております。

公共用水域の水質保全効果の内訳が伊勢湾の環境価値等で約276億円となります。

次に、便益の算出過程を説明いたします。スライドの表に着色している緑色の周辺環境の

改善効果であります水路清掃費用、茶色の居住環境の改善効果であります浄化槽の維持管理

費、赤色の公共用水域の水質保全効果であります伊勢湾の環境価値等の３項目について、市

事業の整備完了年であります平成55年度を例にして説明いたします。このスライドは周辺環

境の改善効果の水路清掃費用の便益算定を示したものです。水路清掃費は水路延長に１ｍ当

たりの清掃費をかけ、あとは割引率により現在価値化し算出しております。資料の23ページ

を見てください。資料23ページの１つ目と２つ目の赤枠をご覧ください。水路の延長は中規

模水路2万9,499ｍと小規模水路187万6,432ｍの足し合わせたものとなっています。また、水

路底部の清掃頻度は、マニュアルから薬品散布度年２回、ヘドロ除去頻度年１回としていま

す。薬品散布及びヘドロ除去単価は、平成17年度の単価にお手持ち資料の28ページに添付し
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てございます物価指数デフレータを用いて、それぞれ平成22年度単価に補正しています。そ

の結果、平成22年度の薬品散布単価は、104.4円/ｍ/回、ヘドロ除去単価は1,461円となりま

す。これらから水路の１ｍ当たりの清掃費用は薬品散布単価に薬品散布頻度年２回をかけた

ものと、ヘドロ除去単価に清掃頻度年１回をかけたものを足し、合わせて１ｍ当たりの清掃

費1,670円を算出しています。水路清掃費用は水路延長の中規模水路２万9,499ｍと、小規模

水路187万6,432ｍを足し合わせた延長に１ｍ当たりの清掃費をかけ、約32億円となりました。

平成55年度における現在価値化した便益を求めるには、平成55年度時点の割引率0.264を平成

22年度の額にかけ算出しますと８億円となります。水路清掃費用の便益費は、便益が発生す

る供用開始年度平成５年度から105年までの各年度の便益を合計した約690億円となります。

スライドをご覧ください。これは居住環境の改善効果の浄化槽維持管理費用の便益算定を

表したものでございます。浄化槽の維持管理費は、各浄化槽の設置基数に各浄化槽１基あた

りの維持管理費をかけ、各浄化槽の総維持管理費と割引率によって現在価値化し算出してい

ます。各浄化槽の基数はお手持ち資料のＢ/Ｃ算定根拠資料23ページに記載しておりまして、

家庭用及び大型浄化槽の設置基数は、それぞれ家庭用が４万7,912基、大型の30人槽が2,497

基、大型75人槽が248基、大型150人槽が286基となります。各浄化槽の維持管理費は、先ほど

と同じように平成17年度の単価に物価指数を用い平成21年度単価を求めています。その結果、

例えば資料23ページを見ていただき、家庭用浄化槽維持管理費では、平成17年度価格６万

5,000円が、平成21年度価格では６万7,800円になります。大型浄化槽においても同様に算出

しています。各浄化槽の基数と各浄化槽に対する維持管理費を掛け合わせた額が総維持管理

費用、約42億円となります。平成55年度における現在価値化した便益を求めるには、平成55

年度の割引率、この場合も同じ0.264を平成22年度の額にかけ算出しますと、約11億円となり

ます。浄化槽維持管理費の総便益は、便益が発生する供用開始年度平成５年度から105年度ま

での各便益を合計し、約890億円としております。

スライドをご覧ください。これは公共用水域の水質保全効果の伊勢湾の環境価値の便益算

定を表したものです。算出にあたりまして、伊勢湾の水質を保全することに対する住民の支

払い意志額、水質改善に伴う維持管理費の節約費等が記載されています。伊勢湾に関する下

水道事業費用効果分析報告書によります。伊勢湾の環境価値等は、伊勢湾全体の環境価値と

伊勢湾全体の直接的利用価値を足した伊勢湾全体の価値に下水道負荷削減率と処理能力補正

率をかけて算出しております。

資料の25ページをご覧ください。伊勢湾全体の環境価値としまして、伊勢湾をきれいにす

るために支払ってもよい住民の意志額約598億円は平成10年度価格ですので、それに物価指数

をかけ、平成22年度価格に算出し直しております。そして、資料26ページに記載しています

伊勢湾全体の直接的利用的価値、約664億円についても、平成10年度単価に物価指数をかけ、

平成22年度単価に置き換えております。

25ページを見てください。下水道負荷削減率0.016は、雲出川左岸処理区における下水道の

負荷削減量⑩番を伊勢湾全体の削減量③番で割りまして各水質項目の平均を取り、下水道負

荷削減率としています。資料26ページを見てください。処理能力補正は0.620で、雲出川左岸
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処理区における下水道の負荷削減量⑩から合併浄化槽による雑排水負荷削減量⑱を引き、雲

出川左岸処理区における下水道の負荷削減量⑩で割りまして各水質項目の平均を取り、処理

能力補正率としています。それぞれの値から算出しますと、伊勢湾の環境価値等は約13億円

になります。平成55年度における現在価値化した便益を求めるには、平成55年度時点の割引

率0.264を平成22年度の額にかけ算出しますと、約３億円となります。公共用水域の水質保全

効果の総便益は、便益が発生する平成５年から105年度までの各便益を合計し、約276億円と

なりました。

スライドをご覧ください。次に、費用を説明いたします。費用としては、流域下水道事業

及び津市関連の公共下水道事業施設建設費や用地費に、昭和56年から平成105年までの評価期

間内で発生する施設の改築費及び維持管理費を含め、便益同様、物価指数と割引率の補正を

行い、費用を現在価値に換算しています。その現在価値化した総費用は、約2,382億円となり

ます。このスライドは、各費用項目における現在価値化した内訳を示しております。各費用

は以下のとおりでございまして、流域下水道では約1,055億円、流域関連では約1,327億円で

ございます。このスライドに示すとおり、費用効果分析結果は、便益を費用で割りまして、

費用便益比Ｂ/Ｃは1.69となりました。津市についても同様の結果となっております。

次に、地元の意向としては、以前より環境に対する意識が強くなり、下水道の要望が高ま

っています。津市が行なったアンケート結果にも表れております。下水道の未整備地域では

水路に洗剤等の泡が流れたり、ヘドロの悪臭が発生しております。それに対し下水道が整備

された地域では水の透明度も高くなり水草などが生育し、生活環境の改善が図られたことに

より、下水道整備の要望が高まっています。

次に、コスト縮減の可能性や代替案立案の可能性についてご説明申し上げます。コスト縮

減は直接的コスト縮減対策として、今回、事業計画の見直しにより雲出川左岸処理区の一部

区域を松阪処理区へ編入することとし、雲出川を横断することなく整備ができることで建設

費用の縮減を図っています。

間接的コスト縮減対策は、再生材利用としまして再生砕石、再生アスファルトなどの使用

により資源の有効活用に努めております。今後においてもコストの縮減に積極的に取り組ん

でまいります。

代替案についてですが、汚水処理の整備手法には、下水道や農業集落排水施設等による集

合処理と合併浄化槽による個別処理があります。下水道事業での整備を行う区域を集落の形

成状況から、集合処理が効率的と思われる区域について経済比較を行い、妥当性を確認し開

発等の社会状況の変化や地域社会のつながり等についても考慮いたしております。

最後に、事業主体の対応方針を述べさせていただきます。これまで説明いたしましたとお

り、再評価の視点を踏まえて評価を行なった結果、津市の公共下水道の進捗に応じ汚水量を

随時、把握しながら、雲出川左岸浄化センターの処理施設の増設を段階的、効率的に行い、

順調に事業が進んでいます。

次に、人口の推移や汚水量の減少など社会経済状況等の変化に適時、対応しています。費

用便益費はＢ/Ｃが1.0を上回っております。地元の意向といたしまして下水道整備の要望が
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高いこと、また、計画、設計の見直し等を行いコスト縮減に努めていること。代替手法と経

済比較を行なったうえで社会情勢や地域性等を考慮して決定していること。今回の再評価の

視点を踏まえて評価を行なった結果、すべてが完了するには、まだ先ではございますが、現

段階では当事業を継続し、伊勢湾周辺の水質保全と生活環境の改善を発現していきたいと考

えております。よろしくご審議をお願いいたします。

それでは、続きまして、前回事前説明時の質問に答えさせていただきます。本処理区内の

人口が一律減少傾向になっていますが、エリアによっては人口の大小関係の傾向を示すとこ

ろがあるのではということで、例えば旧津市の橋南地区では人口がかなり増えているのでと

いう質問内容について説明させていただきます。

スライドをご覧ください。調べましたところ、平成18年から平成22年間における橋南地区

内住宅団地である南が丘団地では、平成18年3,835人、平成22年4,069人と人口が増加してお

ります。しかし、橋南地区全体を見ますと、グラフでもお分かりのとおり、人口推移は減少

傾向となっております。人口の設定については、処理分区別に計画区域内の人口を設定して

おります。処理分区別に現況人口を把握いたしまして、将来、処理分区別に計画区域の処理

人口をコーホート要因法により算出しています。

このスライドは各処理分区別計画区域内の計画処理人口を示したものです。処理分区とは

流域下水道との接合接点箇所、図で言いますと、○印のとこでございまして、それに市の面

整備計画の区域のことです。橋南地区は津第５処理分区に含まれている地区です。この津第

５処理分区については、津市の橋南地区や新町地区など人口の密集地を抱えていて、人口増

加する部分もあるものの、市街化調整区域での人口減少地区も存在するために、全体として

は減少の傾向が見られます。

雲出川処理区全体の計画区域内人口の推移においては、人口密集地については増加する部

分が若干あるものの、区域全体としていいますと、平成37年度時点では人口減少が見られる

結果となっています。

なお、事業計画の見直し時、下水道施設の汚水量に対する下水道施設の能力の確認も行な

っております。

以上で、中勢流域下水道事務所雲出川左岸処理区に関する説明を終わらせていただきます。

（伊勢建設事務所宮川下水道室長）

伊勢建設事務所宮川下水道室長の新堂でございます。

再評価の説明の前に、第１回再評価委員会での概要説明資料の整備面積にかかる内容に誤

りがありましたことにつきましてお詫びいたします。申し訳ございませんでした。

それでは、ただ今から宮川流域下水道事業の内容について、前にあるスライドを用いて説

明させていただきます。座らせていただきます。

それでは、最初に事業箇所について説明いたします。スライドをご覧ください。今回、審

議していただく宮川流域下水道事業は、スライドのピンク色で示しています伊勢市、玉城町、

明和町の１市２町を対象とした事業です。さらに拡大した図がこちらのスライドとなります。
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次に、事業目的と事業内容について説明します。今回、審議していただく下水道事業は、

伊勢湾をはじめとする公共用水域の水質保全と、汚水排除による生活環境の改善を目的とし

た事業です。

本事業における事業計画の内容を説明します。計画区域面積は4,674ha、黄色で示した区域

となります。計画処理人口は13万9,830人です。県の事業内容は、黒い線が流域幹線管渠で46.7

ｋｍ、赤い○T マークは終末処理場の宮川浄化センターで、処理能力日最大7万5,600㎥の施設

を整備する計画です。

続きまして、再評価を行なった理由を説明します。先に下水道室の説明にもありましたと

おり、平成19年度の再評価の答申を受け、平成21年度に事業計画の見直しが完了いたしまし

たので、本年度、三重県公共事業再評価実施要領第２条の４に基づき再評価を行いました。

それでは、事業計画の見直し結果について説明いたします。今回、流域別下水道整備総合

計画の見直しにより、行政人口１人当たりの汚水量の原単位が減少となりました。その結果

を受けまして、宮川流域下水道事業計画について見直しを行なっています。見直しにあたっ

ては、下水道事業にて整備する区域についても、各市町が費用対効果や区域周辺の新たな開

発等の状況を踏まえ、区域の見直しを行なっていますので、その結果を反映しています。そ

の結果、計画区域面積は5,080haから4,674haとなり、406.1haの減少となっています。計画処

理人口は16万7,720人から13万9,830人となり、2万7,890人の減少となっています。1人当たり

の汚水量原単位はご覧のとおり各市町とも減少となっています。人口、区域、さらに汚水量

の原単位の減少の結果、計画汚水量は日最大で約2万6,000㎥減少しました。また、伊勢市の

整備区域の見直しにより、内宮幹線の位置を変更した結果、幹線管渠の整備延長は48.2kｍか

ら46.7ｋｍになりました。

次のスライドをご覧ください。関連市町ごとの計画です。計画処理人口の計画汚水量は各

市町とも減少する結果となりました。計画区域面積については、各市町で増減がありますが、

先ほども申しましたとおり、人口減少に伴い費用対効果や区域周辺の新たな開発等の状況を

踏まえた結果となっております。ただ今、説明いたしましたところについて、新旧を対照し

た図にて説明いたします。計画区域は赤色のところが追加した区域、青色のところが削除し

た区域となります。流域幹線は伊勢市の整備区域の変更に合わせ、内宮幹線を水色の線で示

した箇所から赤い線で示した箇所へ変更しています。

続きまして、見直し後の事業費について説明します。事業費の算定方法は、過年度実績と

基本設計成果に基づき算定しています。見直しの結果、幹線管渠の整備費用は、延長の減少

や工法の変更により、400億円から300億円に100億円減少しました。処理場施設につきまして

は、汚水量の減少による施設の縮小から、557億円から504億円に53億円減少となり、県の総

事業費は847億円となりました。市町の事業についても整備区域の見直しにより事業費が

1,707億円から1,539億円となり、168億円減少となりました。その結果、県、市町を合わせた

総事業費は2,386億円となります。事業計画の見直し内容については以上となります。

続いて、事業の進捗状況について説明します。各整備の進捗状況ですが、幹線管渠の整備

は、全体延長46.7kｍに対しまして、平成21年度末で19.8ｋｍと42％の整備進捗率です。処理



12

場施設の整備につきましては、平成18年６月より供用を開始し、現在、日最大汚水量1万3,400

㎥の処理能力を有する施設が整備済みとなっています。 

各市町の整備状況につきましては、伊勢市1,098ha、玉城町296.2ha、明和町145haの区域の

整備が完了しています。図面で申し上げますと、黒い区域が整備済みで、黄色の区域は未整

備区域となっています。流域幹線は黒い線が整備済みで、赤い線が未整備となっています。

このように下水道の整備を進めておりますが、下水道事業は他の事業に比べ期間のかかる事

業となっております。

そのため、整備を進めていく方針について具体例を示しながら説明します。この図は汚水

を処理する施設を示しています。今回の計画の見直しにより、汚水を処理する池の数は14池

から12池へとなり、黄色の部分２池が減りました。既にできている施設は黒い部分の２池と

なっています。この池の整備につきましては、各市町の計画区域の整備状況に合わせ、必要

時期に必要な池の数だけを段階的に建設する計画としております。具体的には下のグラフの

とおり、汚水の水量の伸びに合わせ池を増設していきます。今回の見直しにより汚水量の伸

びが赤色の線のとおりと予測しておりますので、その伸びに合わせ階段グラフが１段上がる

ごとに池を１池増設し、そのときに必要な池の数だけを整備することとしています。この汚

水量の伸びは、各市町の整備状況や実際に宮川浄化センターに入ってくる汚水量を随時確認

して汚水量の予測を行なっております。

次に、処理場用地の取得状況及び事業費の推移について説明します。本処理区の処理場用

地は、全体施設面積19.27haのうち、19.22haを取得済みです。事業費の推移ですが、本事業

の着手年から平成21年度までの事業費の合計は約992億円で、その内訳は県事業が約396億円、

市町事業が596億円となっています。また、前回、再評価以降の年度別の事業費はご覧のとお

りとなっております。

次に、周辺環境の変化について説明します。環境の変化としましては、先に下水道室が説

明いたしましたとおり、少子高齢化の影響により人口が減少傾向となっており、伊勢市、玉

城町、明和町の行政人口は、平成37年で15万6,800人と推定しております。

次に、費用対効果分析について説明します。費用効果分析を行うにあたっては、（社団法人）

日本下水道協会発行の「下水道における費用効果分析マニュアル案」に準拠して行なってい

ます。費用効果分析の内容の説明につきましては、先ほど雲出川左岸処理区の中で説明して

おりますが、宮川下水道事業も同様な方法で算出をしております。

それでは、便益の算出結果から説明します。当事業における便益費は、周辺環境の改善効

果として約1,184億円、居住環境の改善効果として約1,481億円、公共用水域の水質保全効果

として約253億円となり、合計約2,918億円と算定しています。このスライドは各効果の内訳

の費用を表示しています。周辺環境の改善効果の内訳費用は、中小水路の覆蓋費用が約540

億円、水路清掃費が約644億円、居住環境の改善効果の内訳費用は、浄化槽の設置にかかる費

用がそれぞれ約469億円、677億円、51億円となっております。汚泥の処分費が約223億円です。

汚泥処理施設にかかる費用がそれぞれ41億円、19億円、１億円となっております。公共用水

域の水質保全効果の内訳費用は、伊勢湾の環境価値等で約253億円と算定しています。
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なお、スライドの表の着色しております箇所は、雲出川左岸処理区と同様にスライド17以

降で説明をします箇所について着色をしております。

次のスライドですが、宮川処理区は関連市町が１市２町ありますので、先ほどのスライド

の内容につきまして、その市町ごとの算出結果を表示しております。算出した市町ごとの総

便益費の結果は、伊勢市が約2,309億円、玉城町が約326億円、明和町が約283億円と算定して

おります。

次に、便益の算出過程を説明します。このスライドは、水路の清掃費用の便益算定を示し

たものです。算出過程の説明にあたり、ここでは、伊勢市の便益計算を例として表示してお

ります。算出に使用いたしました水路延長は、お手元の宮川の資料23ページの表10と表11を

ご覧ください。中規模水路は10万6,740ｍ、小規模水路については143万4,068ｍとしています。

その延長を用いて雲出川左岸処理区と同様に算出した結果、スライドの緑色で示しています

とおり、伊勢市の便益は約485億円と算定しています。このスライドは浄化槽維持管理費用の

便益算定を示したものです。お手元の資料、先ほどと同じ23ページの表12をご覧ください。

浄化槽の設置基数は、家庭用につきましては計画処理人口を市町ごとの平均世帯数にて割り

戻して計上し、伊勢市の場合、4万1,910基と算出しております。大規模浄化槽につきまして

は、市町ごとにヒアリングした値を使用しております。その基数を用いて雲出川左岸処理区

と同様に算出した結果、スライドのオレンジ色で示していますとおり、伊勢市の便益は約540

億円と算定しています。

このスライドは伊勢湾の環境価値について便益算定を示したものです。お手元の資料の26

ページの一番下の赤い囲みのところをご覧ください。下水道負荷削減率は、宮川処理区全体

の下水道負荷削減率から各市町の汚水量比にて算出し、伊勢市分は0.0137としています。そ

の負荷削減率を用いて雲出川左岸処理区と同様に算出した結果、スライドのピンク色で示し

ていますとおり、伊勢市の便益は約204億円と算定しています。

続きまして、本分析で算定した費用について説明します。費用として計上した項目は、処

理場管渠の建設費、用地費と分析対象期間内で発生する改築費及び維持管理費を算定します。

これら分析対象期間内にかかる費用は、現在価値化した総費用で約2,432億円と算定していま

す。このスライドは現在価値化した費用の内訳を示しております。なお、宮川下水道事業全

体の費用は、県、市町の費用を合計した費用となります。市町ごとに費用を算定するには、

県の事業の費用を各市町の汚水量比を用いて配分しています。以上、算定しました便益と費

用より、Ｂ/Ｃは宮川下水道事業全体で1.2となりました。また、各市町ごとのＢ/Ｃもご覧の

とおりとなっています。

次に、地元の意向について説明します。各市町からは供用開始した箇所については、臭い

や蚊の発生に伴う苦情が減少しているとの意見があり、地元からは工事等の説明を行なった

際に、下水道整備の推進、早期供用開始の要望が上がってございます。これは一例ですが、

五十鈴川では供用開始以降、水質はさらに良くなり、写真にありますように水に親しまれて

おります。

一方、未整備区域でございます勢田川では生活雑排水による汚染が心配されています。地
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元は清掃活動を行うなど河川美化に関心が強く、水質の改善を求める声が多く上がっていま

す。これら地元意向をできる限り反映するため、市町と協力をし事業の推進を図りたいと考

えています。

次に、コスト縮減について説明します。本事業では管渠の長距離推進工法の採用によりま

す立坑の削減等、詳細設計時に工法の比較等を行いコスト縮減に努めております。また、当

然のことですが、再生材料の活用を積極的に努めています。

次に、代替案について説明します。代替として考えられる汚水処理方法としては、農業集

落排水等の集合処理や、合併浄化槽の個別処理があります。見直しの考え方といたしまして

は、集落の形成状況や集合処理が効率的と思われる区域について経済比較を行なったうえで、

社会情勢や周辺開発の見込み、地域社会のつながり等について考慮し決定しております。そ

の結果、代替案を含めた集合処理として事業採択要件等から汚水処理方法を決定し、下水道

区域としての妥当性を判断しております。

以上、ご説明申し上げましたとおり、再評価を行なった結果をもとに事業主体の対応方針

を述べさせていただきます。各市町の進捗状況や汚水量の伸びを把握しながら、段階的、効

果的な整備を図っており、市町の事業進捗や汚水量に合わせ順調に事業が進んでいること。

人口の推移や汚水量の減少と社会経済状況等の変化に適宜、対応していること。Ｂ/Ｃが1.0

を上回ること。地元では下水道整備の推進、早期供用の要望が高まっていること。計画設計

の際に工法の比較等を行い、その時点での最新技術等を用いコスト縮減に努めていること。

代替の汚水処理と経済比較を行なったうえで、社会情勢や地域特性等を考慮し下水道計画区

域を決定していること。以上のことから、事業主体といたしましては本事業を継続したいと

考えております。

以上で、私からの流域下水道宮川処理区に関する説明を終わらせていただきます。ご審議の

ほどよろしくお願いいたします。

（委員長）

ありがとうございました。ただ今、説明をいただきました事業は評価の結果、継続したい

というご説明内容でしたが、委員の皆さん、この評価の内容判断に対して質問、コメント等

よろしくお願いいたします。どなたか何かございませんでしょうか。

委員。

（委員）

下水道室のスライドの14番ですが、この処理水質をお聞きしたいと思います。見直し前と

見直し後でＢＯＤの値が大きくなっていたりですとか、ＴＰの値も若干大きくなっていたり

ということがあるんですが、この変化というのは何によってもたらされるものなのでしょう

か。あと、この値というのが水質的には問題ないのかという点も合わせてお聞きしたいと思

います。



15

（下水道室）

下水道室の副室長の東です。よろしくお願いします。

まず、水質を決めるにあたりまして、伊勢湾全体としての流総計画というものがございま

す。それは国が策定しておりまして、そこから三重県の負荷配分ということで、三重県の下

水道の流総計画というのを策定しております。その伊勢湾流総計画の策定の中で、伊勢湾全

体の発生負荷量を算出していますが、過去の発生負荷量が平成３年度のデータをもとに算出

して負荷削減目標を定めておりました。直轄の流総のほうが平成16年度に見直ししまして、

そのときの発生負荷量が平成３年の負荷量より減少したということですが、これは、社会情

勢の変化ということで、過去はバブルのときのように工場等もかなり動いておりましたし、

畜産等もされていました。16年度の時点では工場の減少や畜産業の減少による工場排水、畜

産排水の発生負荷量が減少し、伊勢湾全体として削減をするボリュームが減ったということ

で、見直しによって若干ゆるい数値になっております。しかし、ＣＯＤにつきましては、伊

勢湾全体として改善がなされておりませんので、多少、また厳しく設定させております。

（委員）

分かりました。この値に合わせて、そうしますと処理水の水質の値が目安として今決めら

れているという解釈でよろしいですか。

（下水道室）

はい。この見直した水質になるように処理をして公共用水域に放流しております。

（委員）

分かりました。それでは現況はこの水質と大体同じ濃度のものが排水溝から外に出ている

ということですか。

（下水道室）

実際、処理場から放流されている水質というのはこれよりまだＢＯＤでしたら、基準は15

でございますけども、ひと桁とかというような数字で放流はされておりますので、あくまで

も計画値でございますので、それに入るような処理をして放流しております。

（委員）

分かりました。そのときに、例えば雲出のほうのスライドの７番のあたりを見てみますと、

処理方法が変わっているところもあるのですが、平成16年の計画と平成21年度の計画ですね。

そうすると、伊勢湾の環境がある程度浄化してきているので、前まで行われていた処理法よ

りももう少し安価で効率的な処理法に変えたという解釈でいいのかということと、あともう1

点は、宮川のほうは実は処理法が平成16年と平成21年計画と変わってないのですが、そうす

ると、部署によって、伊勢湾の水質の濃度の目安が同じなのに、その処理法が一方でそれに
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合わせてると考えると、処理法が変えられているところと、一方では変えられていないとこ

ろがあるのはなぜなのでしょうか。

（下水道室）

放流する処理水質ということで、同じ基準で放流させていただいてます。しかし、各処理

区によって流入してくる汚水量の水質が違います。住宅系が多いとか、工場系の比率が多い、

商業系がということで、流入する水に処理区ごとに差がありますので、その差によって放流

水質を守るために処理方式が違うということが起こります。

（委員）

そうしますと、雲出川の流域の方では平成16年の計画から21年の計画にかけて大きな変化

があったということですね。要は平成16年の雲出の方の処理法が宮川と同じなので、宮川の

ような農村地域から、平成21年度計画では住宅系の処理系統とは変わったという話になると

思うんですけど。ただ、そのときに少子化という話とはちょっと合わなくなってくると思う

んですが。

（中勢流域下水道事務所）

中勢流域下水道事務所の久保田といいます。

少し補足させていただきますと、雲出川左岸浄化センターの、このパワーポイントで出さ

せていただいているのが計画でございます。それで、雲出川左岸浄化センターの場合は、平

成５年に供用を開始しておりまして、それまでは高度処理化ではなくて、通常の標準活性汚

泥法で整備させていただいております。それが既存のちょっと小さい池ですが、私どもで一

系列の池です。その次に、平成15年度ぐらいからは高度処理化をさせていただきまして、嫌

気無酸素好気法で整備を進めております。

今回、放流水質の基準をこの計画で見直すときに、この標準活性汚泥法の部分について、

どのような処理方式でいくか検討をしております。この池自体が全体７万ｔに占める割合の

10％程度しか池の能力がございませんもので、放流水質の基準を満たすうえで費用のかかる

嫌気無酸素好気法よりも、疑似嫌気法の方式で放流する水質を満足できると。この残りの分

の８割分の嫌気無酸素好気法で可能ということでさせていただきますが、基本的な全体計画

的には嫌気無酸素好気法で雲出川左岸浄化センターについても処理しているというのが現状

でございます。

（委員）

現状はそうなんですよね。それに今度の計画だと、２つの処理法を併用する型に変えてい

くということなんですが、これも嫌気無酸素と書いてありますけども、若干経費的には要は

少し安くなるということですね。今のお話分かりました。

そうすると、雲出川のほうでやられる計画の処理方法のほうが効率的で、若干経費が落ち
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るみたいなんですが、宮川のほうでそれをされる計画がないというのは逆にどうしてなんで

しょうか。

（下水道室）

宮川処理区につきましては、平成18年の６月に供用開始しておりまして、第１池目、供用

開始当初から別方法の高度処理という水処理方式を採用しております。雲出川左岸処理区と

は最初の出だしの計画が違っておりますので、Ａ２Ｏで当初から今後も続けていくというこ

とです。

（委員）

経費的にはどうなんでしょう。素人が見ると、同じ嫌気無酸素好気法というのが両方書い

てあるんですね。

（下水道室）

雲出川左岸処理区の経費が安くなるとさっき申し上げたのは、１系列の標準活性汚泥法の

池をＡ２Ｏ法の池に改築するには費用がかかりすぎるということで、違う方式で改造すると

いう計画に変えているということでございます。

（委員）

大体分かりました。

あともう１点なんですが、先ほども下水道室の水質の目安ですと、ＢＯＤというのが入っ

ているんですが、例えば25ページ、便益算定で用いた単価というところを見てみると、この

表にはＢＯＤというのが入っていないんですが、これは伊勢湾全体の環境を考えたときに、

ＢＯＤが入っているにもかかわらず、伊勢湾の環境の算定にＢＯＤを入れてない計算という

のはなぜなんでしょうか。

（下水道室）

放流先を基本的に雲出川左岸処理区、宮川処理区とも海域近くで放流しておりますので、

環境基準としては海域にＢＯＤの基準がなくて、ＣＯＤと窒素、リンということでございま

すので、その３点について評価しております。

（委員）

分かりました。そのときにですね、例えばＴＰですか、ＴＮという栄養塩関係なんですが、

そのあたり、下水道室のスライドを見ますと、非常に今、これ多分単位はｐｐｍでよろしい

んでしょうか。それで考えると割と低めなんですけども、ある程度栄養塩が出てないと、海

水の生物が育たなかったりですとか、あるいはノリの色づきが悪くなるという問題はないの

でしょうか。例えば数年前に広島湾でカキの養殖に下水処理場の影響が出てる可能性につい
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て、環境省がコメントしている例がありますが、伊勢湾全体でこの量を決めてるということ

で、実際のこの量を海域にダイレクトに出してるという話なんですが、この数値というのは

そのあたりの伊勢湾全体の栄養塩の海水生物が育つ必要十分な資料として計算されていると

解釈してよろしいんでしょうか。そのときに、下水処理場ができる前と後で当該の海域の生

態系の環境影響評価とかをされた事例があれば、ご紹介いただければと思います。

（下水道室）

伊勢湾につきましては、国が伊勢湾流総というものを定めております。これはあくまでも

環境基準を達成するということで数値的には算出しておりますので、そこで計算した数値で

計画しております。

（委員）

伊勢湾全体ということですか。

（下水道室）

国が伊勢湾全体の環境基準を達成するために負荷削減量を計算しまして、それを各愛知県

とか岐阜県、三重県に配分してきております。その三重県配分量について削減するために三

重県の伊勢湾に放流している処理場全体で負荷の削減をするという計画でございます。

（委員）

その国の環境基準なんですが、伊勢湾全体といっても、海の底の部分ですとか、沿岸域の

部分ですとかで大分環境条件も違うと思うんですね。それを一緒くたにこの数値がなんぼだ

ってポンと出すのは、非常に僕は問題があると思っていて、例えば雲出川の流域から出る排

水される水と宮川の流域から排水される水というのが、量的にも伊勢湾全体に影響を及ぶと

はあまり考えられないと思うんですね。そのときに国の基準は国の基準で多分あると思うん

ですが、その他に、例えば当該の影響しそうな海域での環境影響評価というのは独自にされ

た事例はないんですか。当然、この処理場をつくるというときの前提に環境影響評価されて

いると思うんですけども。

（下水道室）

はい、処理場の建設にあたっては環境影響評価はしておりまして、その後、事後調査とい

うのは引き続き、しております。

（委員）

そのあたりで何か生態系が変わったとか、海域の水質がこの程度浄化されましたという数

値はないんでしょうか。これによると、今回、浄化されましたという話があったかどうか覚

えてないんですが、便益のところで伊勢湾全体に対する伊勢湾の環境価値と書いてあります
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けども、この環境価値というのをどういうふうに算定されているのかというところを、全体

というよりは、むしろ局所的というか、河口から何キロですとか、あるいは下水処理場から

沖合何キロという話で考えてあげないと、現場の実態に合った環境影響評価になってないよ

うに思いますけども。

（下水道室）

建設にあたりまして行いました環境影響評価の事後調査というものは、引き続き行なって

おりますけども、その結果では特に処理場が建設されたために供用開始後に変わったという

結果にはなってはないと思います。

（委員）

例えばそのときに、どういう事例でもいいんですが、二枚貝の分布の生息域が前はどうで、

どういうふうに変わってきたか変わってきてないのかという、個体数についてのデータとい

うのは提示することはできないんでしょうか。

（下水道室）

個別の生物について調査はしてなかったとは思いますが。

（委員）

そうすると、そちらでやられている環境影響評価というのはどういう調査をされているん

ですか。

（下水道室）

事後調査は水質等が、当然海域でしたら水質をやってます。

（委員）

水質が同じであるから、そしたら生態系にも影響がないというような解釈をされていると

いうことですか。今の話だと、環境影響評価が十分でないような気がするんですけども。事

後という点では、事前にもどういう調査をされているかという話がないといけないと思いま

すが、あくまでも環境を海域の生態系という話で見たときに、水質だけを見てるというのは

あまりにも調査の内容が薄すぎるんじゃないかなと思うんですが。

（下水道室）

当事業は公共用水域の水質保全ということで、現状、下水道整備をした場合、生活雑排水

を未処理で排水しているという状況の中で、それを改善して水質を改善しようという目的の

事業でございまして、環境は改善していると考えてますが。
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（委員）

考えているだけで、実際、データを取ってないということは、それが証明できないという

ことですよね。実際、改善してますというお話をしていただくには、そういった事例の紹介

があってしかるべきだと。

（委員）

例えば伊勢市だったら、宮川流域ルネッサンスとかいろいろ事業をされていらっしゃると

思うんですが、そういった課で調べていることというのは何かされているということはご存

じではないのでしょうか。いろいろ水質だけではなくて、本当の環境、生態系とか大変調べ

られてガイドとかもされてるんですけど、私も詳しく分からないんですけど、そういったと

ころからそういう情報は入ってきたりはしていらっしゃらないんですか。

（下水道室）

宮川流域ルネッサンスは宮川の上流域までも含めたかなり広範囲の宮川河川周辺全体での

活動かと思います。今回の宮川流域下水道の宮川処理区につきましては、伊勢、玉城、明和

の、どっちかというと下流区の人口密集地の環境改善ということで行なっておりまして、ち

ょっと上流域の活動については、すいません、把握しておりません。

（委員）

上流域を把握してないということですが、流域での水循環の中の下水道なので、流域全体

を把握していない水循環系で考えたときの下水道って、どういう認識であるのかというのを

お聞きかせ願いたいと思います。

もう１点は、地域の声は非常に大事だと思うんですけども、そのときに、どういう生物が

どの程度の水質で生きていけるのかということがあまり把握されていない状況での、先ほど

のＢＯＤが15ｐｐｍというのは、一体どういう意味のある数字なのかということですね。本

当に環境をきちんと考えていただいて出してる数字なのか、あくまでも計算上で単純に出し

てしまってる数字なのかという点で、非常にこの数字がどういう意味を持っているのかとい

うことが問題になっているんじゃないかと思うんですが、そのあたりどうですか。見解をお

聞かせいただければと思います。

（下水道室長）

環境に対する影響をどういう指標で評価するかということになるかと思いますけども、私

どものほうでは水質という観点から評価をしておりまして、生物に対する影響という評価の

仕方もあろうかと思いますけども、影響の要因が複合的なもの、例えば水温の変化とか、河

川水の増減だとか、非常に複合的な、水質についても複合的なものがありますが、なかなか

それを下水道の水質に限定して影響度がどれぐらいあるかという評価は、生物学的にはちょ

っと難しいかなというふうに思っておりまして、環境影響評価として事前にこういう項目で
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というのを決定させていただいていますが、そういう魚類とか貝類に対する調査というもの

を前後で調べるというシステムは使わせていただいていないという状況でございます。

（委員）

今後についてはどうなんでしょう。というのは、例えば最近、テレビなどでも取り上げら

れてますけども、多摩川あたりを見ると、その処理水の流出量が河川へ多くなってきて水温

が上がったために外来種がある程度、生息できる環境になってしまってるという話はよく最

近出てきてると思うんですね。そういう意味であれはマスコミで処理水がという話をされて

ますので、そういった事例が三重県にあるのかは分かりませんが、他の地域では既に起こっ

ているわけですね。そのときにいつになっても下水処理ですとか下水道関係の部署で水質の

みだけの環境を見てるというあり方に対してどう思われますか。

（下水道室長）

環境の配慮に対する重さというのは、年々増加しておりますので、今後の過程ではそうい

うことも考え得るとは思いますけども、現在におきましても処理水につきましては、放流し

たところがどのように海域に拡散するかというようなシミュレーション等も行なっておりま

して、ですから、そういうふうな水温の上昇の影響がどういう状況かとか、淡水で出てきま

すので、海域ですと塩分低下量がどうなるかとか、そういうものについてはバックデータは

持っております。それはやはり背後の河川の水量とかいろんなものが違いますので、現在は

海域への拡散という意味で希釈をされてほとんど影響がないのではないかというような見解

は持って、全然影響がないという意味ではなくて、大きな影響はないのではないかという見

解のもとに事業を実施しております。

（委員）

そうですね。おそらく河川からの流出もありますので、下水処理場からの直接流出で影響

を受ける範囲というのは非常に小さいと思うんですね。そのときに伊勢湾全体での環境価値

ということで計算をされてしまうと、小さな部分が絶対出てこないと思うんですね。それで

環境に対する負荷がないということで便益を上げてしまってる現状というのは、何か地域と

いう環境ということで見たときに、何か違和感があるんですね。あくまでも下水処理場から

出てくる流出量というのは、伊勢湾全体の水量からしたら非常に小さなものなので、それで

出てくる量に対して伊勢湾全体で評価したら無いに決まってるので、便益が上がるのに決ま

ってるんですね。そのあたり、もう少しこれ考え方を変えていただかないと、伊勢湾の環境

価値という言葉が非常に何か伊勢湾に対して大変貢献があるように見えるんですが、では、

もう少し小さな地域で見たらどうなんだ。地域の生態で見たらどうなんだという話になって

くると、何か違うような気がするんですね。その辺の評価が加わってこないと、ここの便益

の計算というのは非常にある意味、まやかしのような気がしてしょうがないんですけども。
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（下水道室長）

伊勢湾というところで相対的に書かれておりますけども、効果事例のほうでも上げさせて

いただいておりますように、生活排水が直接河川等に流入しないということで、それが先々、

伊勢湾に行ってということになっておりまして、そういう河川の浄化とか、そういう公共用

水域の浄化に対してこれぐらいの価値は払ってもいいよと、費用便益法ですね、そういうふ

うな形での評価等をさせていただいているというふうな感じです。今後、環境意識とか環境

要因とかいろんな意味での評価が進んでまいりましたら、取り込みとかいうのが出てこよう

かと思いますけども、全国的な傾向とかそれぞれの地域性とかを配慮して、今後の中ではそ

ういうふうなことも出てくるのかなということで、今現在は生物でというような評価はいた

しておらないというようなことになります。

（委員）

やっぱり平成16年19年の当時から平成20年、何年かありますので、この間にそのあたりの

環境に対する意識とか認識もかなり変わってきてると思うんですね。社会経済的な変化を考

えての見直しなので、その辺のことも当然環境配慮という点で入ってくるべきなのかなとい

う気がするんですが。

（下水道室長）

影響の度合いというのは、先ほど先生のほうからもございましたように、それぞれの役割

分担というのがあろうかと思いまして、やはり下水の役割としてそういう生活雑排水の流入

で公共用水域が汚濁されるという部分について、役割として果たしていくことに対する評価

というような形で私どもはとらえておるわけですけども。

（委員）

それに対して、例えば逆にさっきの話でいうと、きれいになり過ぎて海洋のある一地域の

生態が乱れるということに対する社会的な責任というのは、下水道にはないということです

か。

（下水道室長）

いや、ちょっと今、とんだお話かと思いますけども。きれいになり過ぎて、これは度合い

にもよるわけですね。完全に窒素、リンを除去してしまうわけではございませんので、元々

水道水から処理してやってるわけでございますので、し尿の処理過程でどこへ出てたかとか、

家庭の雑排水がどう出てきて、それがどう影響してきたかという細かい要因なんかについて

は分かりませんけども、完全に窒素、リンを除去してしまってゼロの状態で出すというよう

なやり方ではございませんので、水質的にはきれいになって、窒素、リンも残っているとい

うことで、かえって漁業関係としては生物的にもよくなっていることもあるじゃないかとい

うふうに思ってはいるのですが、ただ、それを証明して無いじゃないかとおっしゃることに
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対しては反論はできませんけども。

（委員）

そうですよね。だから、その辺の効果を見るために、水質だけじゃなくて必要な環境影響

の評価の調査というのはやっぱり必要だと思うんですけどね。

（下水道室長）

ただ、それが生物を指標にして、下水がこうだったから評価をできるというところまで環

境的な視点が進んでいるのかどうかというのは、私ちょっと疑問がありますけども。下水道

の要因でこうなりましたと言いきれない部分が結構ありますね、複合的なものが。気象の変

動とかですね。

（委員）

だからって、それを下水道局のほうで、じゃ、下水道の影響があるかどうかを、他の影響

が考えられないからしなくていいという話にはならないですよね。

（下水道室長）

しなくていいとは申し上げてないですけども、今後の検討課題かと思いますけども。

（委員）

課題というよりは、ぜひしていただきたいと思うんですが。

（下水道室長）

そうですね、その方向で、全国的には動きなどもございますので、私どもの県庁だけで生

物的な影響はどうかとかいうようなことを分析していくのは、非常に難しい部分もあります

ので、全国的な中で先生からのご意見なども申し上げながら、課題として全国的な組織の中

へも提供していくという形で対応させていただきたいと思っております。

（委員）

水循環系の中の１つの重要な経路の下水道なので、そのあたりを意識していただいて、ぜ

ひ環境影響評価のあり方を考えていただければと思います。

（下水道室長）

問題提起させていただきたいと思います。ありがとうございます。

（委員長）

データは過去の部分取れませんので、そのデータの解析手法がまだなくても、データを取
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っておいたら、後でそういう手法が発展してきたときにまた使えますので、取れるデータは

取っておいてくださいと言うことだと思いますので。また、よろしくお願いいたします。

他の委員の方、何かご質問はございませんか。

（委員）

このコーホート要因法という部分でお聞きしたいと思うんですけども。この部分で出生死

亡人口移動の要因を加味しというふうに書いておりますが、この基準年から順次算出と書い

てございますが、この部分に関しては、例えば観光交流人口とかもその中には意味として入

っているんでしょうか。

というのは、事業を巡る社会状況の変化等で気になるんですけども、例えば宮川流域の８

ページの３番のところのグラフがあるように、人口減少が始まってるわけですね、平成22年

あたりから。その事業が完了する年にも人口が減少し続けると。そういう中で、順次、社会

状況の変化に応じた形の見直しをしながら事業を進めていくということではあるんですけど

も。例えば事業が完了しても、ずっと未来永劫、人口減少が止まってその推移でずっといる

わけじゃなくて、もしかしたら、ずっとその地域の人口は減り続けていくかも分からないと。

そのときに完成した施設に関して、施設そのものが稼働不可能な状況になった場合、その施

設に莫大な費用がかかっているわけですけども、例えば他県とか、県内のもう既に北勢沿岸

流域下水道なんかは既に供用開始しているわけなんですけども、100％できた中で、例えば処

理池に関して稼働しなくなったような施設がもしかしたら発生してくる可能性があると思う

んですけども、そういった場合にどのように対応していくんでしょうか。未来永劫、ずっと

100％の稼働率でその施設がずっと稼働し続けるわけじゃないと思うんですけども。例えばそ

れが稼働しなくなった場合、その施設はどのように維持管理されていくんでしょう。それに

伴う維持管理のコストとかそういった部分もご説明ただければ、県民に対して分かりやすい

ということと、今からそれが１つと、２回目は、先ほどから環境に関してのご質問がありま

したけども、やっぱり産官学民共同研究とか、そういったところが少し最近弱くなっている

と思うんですね。だからそういうふうな質問に対して明確な答えが出ていかないんではない

かなというふうなことを今感じましたので、できれば、これは要望なんですが、環境に関す

るそういった研究とか、伊勢湾の浄化に関することは、なかなか県行政だけでは難しいんで

はないかと感じましたので、できれば産官学民共同の研究を進めていただければよろしいの

ではということを感じましたので、質問と要望を言わせていただきました。

（下水道室長）

まず、コーホート要因法でございますけども、これにつきましては年齢階層別の人口増、

スライドにも映させていただいておりますけども、年齢階層別の人口動態から将来予測を行

うものでございまして、男女別の各年齢層、これがコーホートと読むんですけども、これに

対して出生率とか生存率とか移動率、新生児の男女性比等、過去のデータをもとに設定して、

基準年のコーホートから順次、算定していくというふうな手法でございます。移動率をゼロ



25

にしたものを封鎖人口、これに社会移動を加味し人口推計を行なっているというような状況

でございます。これについては、今の定住されている方というのが基本になるわけですけど

も、委員からご質問のありました観光人口の考え方でございますけども、まず、当然下水処

理施設に観光人口の影響の度合いというものがどれぐらいあるかによって考慮していくとい

う考え方を取ってございまして、現状を申し上げますと、雲出川左岸処理区については榊原

温泉とかの滞在施設が多いということで、この部分については考慮しております。

ただ、宮川処理区は伊勢とか二見とかを抱えておりますけども、ここ滞在型の観光地とい

うよりも立ち寄り型の観光地という特色がございますので、この部分については、全体に対

する汚水量の影響が少ないということで、観光人口については観光汚水という面では中には

入れてないというような状況でやらせていただいてるのが実態でございます。

もう１つ、先ほどの環境配慮の部分で、先ほどからも申し上げさせていただいております

ように、環境に対する価値観とか重要性というのは上がっておりますので、今後も積極的に

勉強しながら、取り入れられるものについては取り入れていきたいと思っております。

（委員）

ありがとうございます。その観光交流人口の部分に関しては加味してない部分もあるよう

な雰囲気なんですが、その辺の対策はどのようにされるわけですか。

（下水道室）

コーホート要因法はあくまでも定住人口を推定するので、その観光で移動している人の人

口は推計しておりませんが、先ほど、室長が申し上げたように宿泊施設等があるとこについ

ては、一時定住するような形になりますので、観光人口の汚水量、観光汚水量というのを見

込んでます。一時滞在型の伊勢のところでございますと、営業系ということで営業汚水量で

20％なり30％なり水量を割りましして計画を立てております。

（委員）

ありがとうございました。そして、先ほど質問させてもらいました、もう供用を開始して

100％事業が終わります。そして、その後に人口がどんどん減っていくという部分に関しての

質問にお答えいただきたいんですが。

（下水道室長）

申し訳ございません。流総計画というもの、上位計画の流総計画、先ほども申し上げてお

りますけども、それにつきましては、おおむね10年ごとに見直しをかけていくというのが基

本になっておりまして、それ以前にも社会的変化があったらかけてくということでローリン

グでいっておりますので、人口減少が顕著になったら、例えば処理場の処理施設というのは、

汚水量の増加に伴って整備を進めていきますので、汚水処理施設のスピードを落としていく

とか、若しくはやらないとかいう部分が出て、これですね、黄色いのから今、こういうふう
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に段々処理能力を上げていくという暫定施工をしておりますので、管路につきましては、当

然水を取るところを広げていくというようなことで、すべて暫定施工になっております。

それと、例えば北部処理区のように平成元年とかから供用している年数の経ったものがど

うかということですが、評価期間内での更新費用として建設費と同等の額を入れて評価して

おりまして、当然処理場は機械設備とか電気設備がございます。耐用年数がそれぞれに違い

ますので、更新費用等も考慮して建設費と維持管理費を出してコストの比較をしております。

（委員）

とりあえず、よく分からない部分もあるんですが、最終的に暫定的にずっと整備していっ

て、ただ、人口減少は避けられないから、結局ここの部分に施設の空きも当然出てくるだろ

うなと、そういうふうな

（下水道室長）

それはやらないということですね。黄色ははやらないということですね。

（委員）

そうですね。ただ、どっちにしろ、最終的には施設の空きは出てくるだろうなと。そのと

きのことは、その社会状況の変化のときにまた議論したらいいと思うんですけど、そういう

ことだなということはよく分かりました。

（委員長）

では、委員。

（委員）

質問を前回させてもらったのがうまく伝わってなかったかもしれないので申し訳ないなと

思っています。この南が丘の話をさせてもらったときには、小学校区というお話しをさせて

もらったはずなんです。小学校の児童数が増えてるという点からスライド27の図を見てもら

うと、まず、おはなしさせてもらうと、この南が丘というのは、１丁目、２丁目、３丁目、

４丁目という、この鉄道系の不動産会社が独占的に開発したこのエリアだけを南が丘という

呼ぶエリアになっている。もう既にご存じのように数年前にこの開発が終わりまして、現地

事務所はもう撤収されてないわけですね。ですので、人口はほとんど変わらない。依然小学

校の児童数が増えているというのはなぜかという意味で聞きました。つまり、南が丘小学校

区には南が丘１丁目、２丁目、３丁目、４丁目以外の垂水山とか青谷といったエリア、ある

いは高松山といったエリアの人口が増えてくるのではないのかということです。グラフの上

にその集合体として橋南地区人口ということですが、この橋南地区というのは、おそらく小

学校でいえば修成、育生、藤水、南が丘の４つの小学校が入った人数になっていて、修成、

育生、あるいは藤水の減少で、南が丘のいわゆる小学校区の人口増加を相殺しちゃってると
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いうことも考えられないかという意味で聞かしてもらったわけです。

それと同時に、次のスライド30を見せてもらうと、先ほどからこの雲出川の流域は人口が

減少しているということなんですが、この20年間でわずか1.2％の減少率なわけですね、変化

率が。98.8ですから1.2％の減少になると。人数で言えばわずか1,400人ちょっとで、１世帯

４人家族とした場合、380軒、新築の住宅がこのエリアにできれば、人口増加に転じるわけで

すね。かつ、この1,400のうちを見てもらうと、香良洲地域が約600名か700名の減少で、半分

の減少を起こしているエリアになっているということで、久居は青葉台があるので、こうい

った久居中央は青葉台の影響で増加してると思います。果たしてこれを人口減少と言い切っ

ていいのかという疑問がすごくあります。これはコメントですが。

先ほどの委員と同じ質問になりますが、香良洲については20年間で10％以下の人口減少に

なるわけですよね。そうすると、先ほどの委員の質問にありましたような、そういう過疎化

が進んだ場合、逆に農業集落排水とか合併浄化槽を香良洲エリアへは行なったほうがＢ/Ｃが

良くなるということもあるんじゃないかということです。ただし、この地図で見せてもらう

と、香良洲エリアはポンプ場がある以上、このままやっていたほうが、50年100年先でもＢ/

Ｃという値は変わらないというふうに判断できるのかどうかという点があります。

ですので、１点目は本当に質問の言い方が悪かったら申し訳ないんですけども、南が丘の

１丁目２丁目３丁目４丁目というよりは、その周辺の人口を見たかったということです。つ

まり、そのエリアで380軒新たに世帯数が増えた場合、この流域の人口は増加に転じます。そ

の辺はどういうふうに考えればいいんだろうということです。

（下水道室）

各処理区の人口ですが、まず、コーホート要因法で行政人口を推定させていただいてます。

その行政人口というのは津市全体の人口でございますので、それを下水道区域、今回でした

ら、雲出川左岸処理区の中にあたる人口と、それ以外の人口というふうに分けさせてもらっ

てます。そこまでは流総計画でやらせてもらってます。

その後、今度、その雲出川左岸処理区での人口の中でも、各処理分区ということで、先ほ

どスライドでもさしてもらいましたが、その処理分区ごとでコーホート要因法で市町さんが

推定していただいてます。その中で南が丘については、津の第５処理分区になるんですけど

も、当然津市内は増加しているというデータでございますが、それ以外の郊外のほうが減っ

ていくというような状況ですので、全体として雲出川左岸全体としては若干減ってくという

ことで、このスライド30では、津の３の１、３の２、３の３という分区ですが、そこについ

ては増加していくということでございます。

ちなみに香良洲については減少していく状況でございますが、この黒塗りのところがもう

整備済みでございまして、香良洲についてはほとんど整備済みでございまして、このまま下

水道で水処理を進めていくということでございます。
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（委員）

１つ目の話は、津第５の部分が減ってるというのは分かりました。それで若干減っていく

というのは1.2％を若干と言っていいのかどうかというところがあって、まさに380軒家が建

ってしまえば増えてしまうのと、どうも先ほどの委員のご質問がお分かりいただいてなかっ

たのかもしれないんですけども、委員が言われたのは香良洲はほとんど完成している。しか

し人口は10％、20年間で減ってしまう。さらにおそらくかなりもっと減っていくだろうと。

そうすると、下水道整備をした管はあるけども、人が住んでないエリアが出てくるのと違う

のかなと。そういったときにどういうふうに整備なりコストベネフィットを考えてけばいい

んだろうというのが確か委員の質問だったと思うんですね。ですので、まさに香良洲を考え

れば、これだけ人口が減っていって、おそらくこの後もどんどん減っていくというのを予想

されていると思うんですが、この計画終了年の平成105年のときに香良洲の人口が大幅に減っ

て、例えば人は住んでいない雑木林、もしくは荒れ果てたお家になったところに管だけはあ

って、メンテナンスをするということとかも今後、あり得るわけですよね。そういったとこ

はどういうふうに考えていけばいいのか、また、先ほど言われたのは計画で、これからロー

リングして、やってないところは減ったら減らしていくというお話でしたが、もう完成して

いるところで人口が大幅に減っている、そこをどうするんだというのが三重県の下水道の政

策の中でどう考えていけばいいんだろうということをお伺いしてると思います。違いますか

ね。

（下水道室）

人口推計については流総計画のほうでおおむね10年ごとで見直すということで、先ほど申

し上げたとおりでございますが、将来的には人口が減っていくという状況の中で、委員のお

っしゃるような状況が起こり得るということはあるかと思いますが、現時点では整備済みエ

リアについては定住人口がある程度利用されているということでございますので、現時点で

は必要なものと考えております。

（委員）

現時点を強調されるということは、将来的にはまだこれから考えないといけない課題だと

いうふうに考えたらいいわけですね。

（下水道室）

もちろん委員のおっしゃることが起こり得ると思いますが、現在、まだ整備途中でござい

まして、今後の課題と考えております。

（委員）

具体的なことではないんですが、人口推計のコ－ホートでやってらっしゃるということな

んですが、それで90年ぐらい先のことまで推計していったら、ちょっとコーホートの方法が



29

ふさわしいかなという気がしてます。じゃ、他の方法は何かといわれても困っちゃうんです

けど。大体20年ぐらいの感じですよね、コーホートというのは。

10年ごとに見直すとおっしゃってるからいいんですが。ちょっとその辺が。

（下水道室長）

委員おっしゃるとおり、コーホートについては20年ぐらいが限界かということで、今の表

にも示させていただいているように、平成37年の時点の推計までしかやっておりません。で

すから、先々にはローリングになっていくと思うんですけども。ただ、先ほどからも申し上

げていますように、下水道事業というのは段階的に面整備を延ばしていくと。それと、処理

場も段階的に増やしていくということでございまして、まずは市街化区域の部分について集

合処理が当然比較するまでもなく有利と読まれるところを優先的にやっていって、段々市街

化調整区域、辺縁部というような形で伸びてまいりますので、やはり経済性で集合処理とか

戸別処理とかで問題になってくるのが、そういうふうな周辺部分のところでございますので、

事業の完成までに非常に長い年月がかかりますが、ローリングの中でその辺の整備などにつ

いても見直しをかけていけるんじゃないかと思っております。

ですから、人口推計については、くどいようですけども、これも20年ぐらいまでが信用で

きる値ということで、ローリングをかけてそのつど、見直していくというような形を取らせ

ていただいております。

（委員）

ちょっと私も感じるところですが、先ほどと同じようなことかもわかりませんが、平成37

年というと2025年で、日本の高齢化率が最高になる年なんですよね。そのとき以降はもう減

少、減少となっていって、日本全体の人口が８千万とか、もっと減っていくということがあ

るんですが、ただ、今のこのＢ/Ｃの出し方は、この出し方で出しましょうということが決ま

っているわけなんですね、今現在。将来的に、例えば10年20年ごとに急速に人口減となると

きには、私たちはそのとき生きているかどうか分りませんが、Ｂ/Ｃがものすごくひどい数値

が明らかに出てくるときが将来必ず来るということが推計されるということでしょうか。

もう１点、これ完成が平成55年だから、このＢ/Ｃを出すのは完成後50年後の平成105年ま

でを含めて出さないといけないという、これは国が決めているのか。何かあまりにも不確定

な出し方だなと。平成105年までの便益を足していけば、Ｂ/Ｃ良くなるだろうというふうに

思うんですけれども、長年積み重ねれば。というところが、今後、ずっとこのやり方で出し

ていくのかどうかということをお聞きしたいのと、もう１つ、下水のスライド№14にありま

す１人1日汚水量が平成19年が475ℓが、平成22年が370で25％減というご説明を受けましたけ

ど、これの意味合い、これは人が減ったとかじゃなくって、１人の汚水量が減ったというこ

とは、例えば水洗トイレの処理能力が良くなったとか、流す水がとか、その２点についてお

聞かせください。
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（下水道室）

Ｂ/Ｃにつきましては、確かにおっしゃるとおり国が定めたマニュアルを基本にして算定さ

せていただいてます。今後、どのような算定方法になるかというのは、今のところは現状の

ままでしか三重県としては算定できないかと解してます。

原単位の件ですが、当然１人あたりの水使用量を換算したものでございます。当然、委員

のおっしゃるような節水型のトイレ等もございますし、節水意識向上で水の流しっぱなしで

使ったりとかしないようなことも含めて、実際の上水道の給水率をチェックしてみますと、

やっぱり１人当たり水が使われなくなってきたということで、計画としては減った数字にな

ってます。

（下水道室長）

すいません。今のお話しですけども、費用便益効果については、やはりローリングで推計

を置き直したりとか、社会状況の変化に対応していかないといけませんので、その辺のとこ

ろは考慮しながらやっていくことになって、また、例えば10年後とか５年後とかいうような

ことは起こってくると思いますけど、その時点での評価という形になってこようかと。今、

現時点では、それで、あまり先のことばかり申し上げていますと、現在、住んでおみえにな

る方、やはり水洗化をしたいとか、下水道につなぎたいとおっしゃられる方がたくさんござ

いますので、道路の整備なんかでも一緒ですけども、先々に50年後は人がいなくなるからち

ょっと止めとこうかというのはなかなか難しい部分もございまして、その辺との兼ね合わせ

を見ながら整備を進めていくべきじゃないかと思っております。

（委員）

ありがとうございます。あまりにも平成105年までの資料でＢ/Ｃが出てるので、いいんだ

ろうかと素人ですので思ってしまったのでお聞きしました。また、出し方変わっていくだろ

うという予感はあるような感じですか。

（下水道室長）

期間の切り方というのは、管理費用と、あと建設費と更新費用とか、その切り方によって

更新費はもっと少なくなったりとか、いろいろありますので、その辺の兼ね合いを含めて全

国的にこういう評価方法を出しておると私ども判断しておりまして、またそういう分析手法

がいろいろ変わってまいりましたら。実績も全部反映していきますので、先ほど申し上げま

したように節水型トイレの普及とか、節水志向によってどれぐらい減ってきたかというふう

な実績も反映されておりますし、また、建設費についてもどれだけの建設費があったかとい

うので、建設費の単位についても三重県ではどれぐらいとかいうのを見直したりしてますの

で、そのつど、評価方法というのも社会背景の変化によっても多少変わってくる部分もあろ

うかと思いますけども、現在はこの統一的な考え方で評価をしているところでございます。
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（委員長）

それでは、私から。正確な言葉は今、じっと見てませんが、居住空間が下水道をつくるこ

とによって良くなっていくという便益を、確か合併浄化槽を代わりにつくったらいくらにな

るか、それか合併浄化槽を動かしているといくらになるかというので計っていらっしゃると

思うんですが、その考え方は、それだけ合併浄化槽をつくったらこれだけかかるぐらいのき

れいな空間になるということで計ってらっしゃると思うんですね。考え方を変えたら、結局

本来なら合併浄化槽を各個人でつくらないかん分を県のお金で下水道をつくってあげること

によって、その人が払うお金を県が払ったと考え方をしてしまうと、なにかそこに不公平な、

合併浄化槽の家は、つくる人と比べたときに、そこを県が代わりにつくってあげたというよ

うな考え方をしてしまうと、そこで不公平感が出てくるような気もするんだけど、その考え

方は間違ってるんでしょうか。要するにその分に関してはちゃんと下水道代で払っているか

らという考え方をするんですよね。ということは、下水道代というのは、ランニングコスト

とか自分の水の処理代だけと違って建設費まで払ってて、それで、合併浄化槽をつくるとき

の補助金とか全部比べたら、一緒とは言わないけども不公平感は無いものだという考え方を

するんですか。

（下水道室長）

厳密なところまでというのがあれですが、やはり合併浄化槽をつくるときに補助金等も出

ておりまして、その税金なんかも払っておりますので、そこのところでもう全部そうかとい

うと、ちょっと言い切れるまで私は研究しておりませんけども、そういう面も含めて、下水

道が特別会計ということで、使用料収入をもって維持管理費、もしくは修理費のバックなん

かもやってますので、その辺のところを加味して代替案として戸別処理と集合処理というよ

うな形で、下水道の代わりには戸別処理浄化槽という対比で、総費用という形で便益にカウ

ントさせていただいておるという考え方ではないかと思っております。

（委員長）

これだけじゃなくって、道路をつくっても道路を使う人が得するとかいろんなことがある

んで、何もこの計測方法がいけない言ってるわけじゃないんだけど、そういう疑問がもしも

出てきたときに説得するだけの材料があるんですかということをお聞きしたかったので。

（公共事業総合政策分野総括室長）

少し補足させていただきますと、今の負担金ということで土地の値段が上がる。下水道で

環境が良くなるということで、確か負担金をもらっているんですね。今、委員のご質問で合

併浄化槽と下水道を見たときに、下水道が来ると土地代金が環境分で上乗せということで負

担金をいただくというこということで、受益者負担を明確にするという整備をしています。
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（委員長）

分かりました。ありがとうございました。

（委員）

宮川浄化センターができたことによって、環境調査の関係でヒヌマイトトンボというんで

すか、それとかダルマガエルですか、そういういうような貴重種が発見されたということで、

それを非常に今保全されてますね。それであの保全活動については、ここのベネフィットの

中には入らないんですが、かなり大きな役割を占めていると思うんですね。ああいうふうな

ものが仮に県とかができなかったら、保全はできなかったと思いますね。そこら辺のところ

は非常に大きな効果だと思っております。

それと、もう１つ教えていただきたいのは、伊勢湾の総量規制というのがありますね。あ

れの第６次が21年度終わったんですか。22年度から第7次の総量規制が始まりますね。あれと、

先ほど言われました平成３年度の国交省で決めた基準でこの流域下水道のあれは計画の諸元

が決っとるということなんですが、そこら辺の関連性を教えいただきたいんです。

（下水道室）

国交省がつくりました負荷削減量を出すにあたっては、16年度の負荷の状態でやってます。

総量規制とはちょっとそのときのあくまでも環境基準を守るための負荷削減量がいくらかと

いうことを伊勢湾全体でやってます。あくまでも環境基準を満足するためにはどれだけ削減

するかということでやってますので、ちょっと総量規制とは直接リンクはしてないと思うん

ですけども。申し訳ありません。流総10年ごとで見直すということで、今回、策定してます

流総については、今の第６次とは当然合わせられてないですが、今後、合わせる可能性があ

ろうかと思います。以前の第５次については、今回の流総のもう１世代前のこの流総ですけ

ど、この流総は第５次の総量規制とは合っているということでございますので、今後の見直

しにあたっては、当然考慮していくべきと思っております。

（委員）

ありがとうございました。

（委員）

素人考えかもしれませんが、観光のことでと言われましたよね。伊勢のあのおはらい町な

りの昼間の観光の客数にくらべて、榊原温泉へ泊まる人のほうが多いとか少ないとか言われ

るのを。これから遷宮が始まるということで、ずっとあるとは思いませんが、観光バスが来

てお昼食べるだけの数量と、かける何かわかりませんけど、榊原温泉へ泊まるほうが多いっ

ていうのは考えられませんが、そういう観光の面というのはここではどう考えるのですか、

いや百羽一からげでいいんですわっていうのが普通なんですか。20％と言われたので。
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（下水道室長）

ちょっと説明が十分じゃなかったと思いますけども。立ち寄り型の観光ということで、そ

のような商業施設からの汚水については、そちら側でカウントしてございますので、ですか

ら、観光客も含めてそういう商業施設、例えば、おはらい町でトイレへ行かれたときとか、

そういう食事をされたときの水量は商業施設からの排水の中にカウントしておりまして、滞

在型のところは、またそこのところが漏れてくる部分がありますので、伊勢というのは滞在

で泊まっていく方というよりも立ち寄りの方が多いですから、全体の汚水処理量に対する影

響度合いをどこでカウントするかの話ですけども。商業施設からの汚水ということで観光客

の分も入ってきますね。

（委員）

商業施設でした分は、違うところへ流れていくということですか。

（下水道室長）

違うところでなくて含まれています。

（委員）

ほんなら同じと違いますか。

（下水道室長）

観光客のカウントの仕方がですね、滞在されてそういうのを出されるのとか、ダブルカウ

ントになってしまいますので、両方をやりますと。カウントの仕方で観光客分も商業活動の

中の一環として汚水が出てくるものがカウントされているということですね、店とかに。

（委員）

そやから少ないと言われるの。

（下水道室長）

少ないのではなくて、商業施設から出てくる分が多いですね。逆に言うと、それは全部カ

ウントされていると。汚水全体の中へは入れられていると。

（委員）

ここの中へ。

（下水道室長）

はいはい、伊勢の中に。
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（委員）

津には。

（下水道室長）

津は観光施設というよりも、ある意味こういう宿泊施設としての利用を見込んでいます。

（委員）

榊原も施設と違うんですか。

（下水道室長）

ですから、榊原は滞在される方のそういう旅館とかからの水の部分ですね。

（委員）

商業施設と違うんですか。

（下水道室長）

カウントの仕方がちょっと違いますので、だから、ダブらないようにその観光客の影響と

いうのをどちら側に含めるか。別途カウントするか、商業施設とかにカウントしたときに、

あと、それ以外の部分がどれぐらい影響あるのかというのを全体の中で見てみて、その割合

の中で大きくなかったらカウントをしていないとか、そういうのが現象としては出てくると

いうことになります。

（委員）

そういうことなんですか。

（伊勢建設事務所宮川下水道室）

単純に汚水量が要はどのように決めるかというのは、まず、地元に住んでいる人、商業の

話、プラス、先生が言う観光の量と別々に考えています。当然、観光は、定住の中で人が入

ってきてざあーっと流したとした量とを比較しています一方、伊勢はすぐ帰って、日帰りで。

その数量と観光と区別をして、どちらが汚水量が出るのかと。そして計画的に基本的に汚水

量の多いほうを今回計上しています。

（委員）

そういうのは数値で出てくるの。どういうふうに考えるの。

（伊勢建設事務所宮川下水道室）

観光人口とか来るのはデータを取り入れて計画しています。
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（委員）

ちゃんとデータ取って、

（伊勢建設事務所宮川下水道室）

それが、基本的な諸元ということで計画の考え方で進めております。

（委員）

計画区域はどうやって決めるんですか。先ほどの説明だと、計画区域の面積が増えていて、

処理人口は少なくなっているというようなデータがありましたね。

（下水道室長）

雲出川左岸処理区のところにつきまして、先ほど説明の中で分かりにくい部分があります

が、赤い部分については、大規模の商業施設とかの開発関係で増えている、若しくは避難箇

所ですかね、その辺で増えている部分で、ここのところについては区域が増加しております。

それと、ここの部分ですが、実はここにつきましては、市町村合併までは津市の区域では

ございませんでしたので、ここにつきましては実は津市というよりも、久居市の部分でして、

久居市につきましては雲出川よりも右岸側につきまして、久居市の部分というのはここだけ

だったのですが、これは事業の性格上で申し訳ないですが、ここにつきましては、先ほども

ございましたような分担金とか下水道使用料の関係もございまして、雲出川左岸処理区の中

のエリアとしてカウントしておりましたが、今回、市町村合併で津市の区域になりましたの

で、松阪処理区というのはこの南側のエリアですが、松阪処理区につきましては、津市と松

阪市と県の共同事業でやっておる区域でございまして、こちらの中へ入れてしまうほうが、

川を渡るのにポンプ施設とかそういうものが要りますので、コストが安くなるということで

今回、こちらの側へ編入すると。差引計算の中で区域としては増えていると。ただ、このエ

リアの人口の推計は減っておりますし、原単位も先ほどの節水型のトイレとか節水志向の影

響で減ってるということで、処理水量は減っているということです。

（公共事業総合政策分野総括室長）

質問は真ん中にある赤い区域のことで、例えばこの区域が下水道区域として決められるの

か、合併浄化槽でいくのかということをどうやって決めているんですかという質問ですね。

（下水道室長）

この雲出川左岸処理区に関してはこういう話です。一般論を出させていただこうと思って。

ちょっと見にくいですが、こういうような既存の集落ございますね、ひとかたまりの。字、

小字含めてひとかたまりの集落がございまして、そのひとかたまりごとにこの集合処理が優

位か戸別処理が優位かというので、ここにございますように集合処理でやった場合の建設費

と、処理場の建設費、若しくは管路の建設費と、それの維持管理費の総計と、戸別処理で行
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いましたときの経済性の比較でどちらへ入れてくかというようなことで、戸別処理のほうが

大きくなるということでしたら集合処理を選択すると。経済性だけでいきますと、こういう

ふうな集合処理のほうが費用的に大きくなったら、合併浄化槽の戸別処理を行なっていくと

いうのを基本にいたしまして、これを今度、どうつなげて処理をして形態にしていくかとい

うふうなことを検討していくわけですが。

例えばこれもちょっと分かりにくいですが、こういうようにここは集合処理でやったほう

が優位と出た場合に、ちょっと離れたところに家が何軒かあるのを入れたほうがいいか、入

れないほうがいいかというような判定をするときには、これを含んだ状態でも先ほどのよう

な経済比較をやって、経済性の検討をすると。逆に先ほどのように将来的な話で人口減少と

いうようなことがございましたら、例えば全体で戸別処理のほうが有利と出た場合でも、例

えば２、３軒の人を切り離して考えたときにはどうやろかという検討もいたしまして、経済

比較の状況ではそういうふうな区域の縮小というふうなことも考えます。

ただ、すべて経済比較若しくはこうやってでも全体がもう過疎化をしておって、集合処理

の経済性優位が成り立たないということですと、全体が戸別処理という判断になろうかと思

います。経済性というものが１つは基本になりますけども、あとは地域性の話とか住民の意

向の話とか、これからちょっと比重が高くなってくるのは、市町の財政状況ですね、今、起

債をかけて借金の状態で整備を進めているという状況もありますので、将来的なことも含め

て、先ほど官と民の話やないですけども、個人負担の割合が増えていくようなことを取らざ

るをえないという行政体も出てくることも予想されます。まずは基本になるのはこういった

経済比較でひとかたまりをどうするかというのを出していくという形で、集合処理か戸別処

理かを判断してもらっているということでございます。

（委員）

それで、集合処理は流域処理が一番いいんですか。

（下水道室長）

結果的に三重県は流域が多いですけども、それぞれこれも農業集落排水処理施設もありま

すし、戸別の津市や四日市市なんかは単独の公共下水道を選択しておりますので、効率性の

問題かと思いますけど。すべてがそれぞれ効率的な手法でやっておるということ。選択をし

ているというふうなことで、同じ集合処理でも選択肢はございます。

（委員）

聞けば聞くほどいろいろ疑問が出てくるところなんですけども、私は宮川流域の進捗状況

の図を見せていただいて疑問に思っていたところが、内宮幹線のところというのは、流域幹

線も未整備というふうになっていると思うんですけども、ここって整備されてませんでした。

内宮の周辺。
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（伊勢建設事務所宮川下水道室）

委員言われるのは、陸上競技場付近、おかげとか進修地区の伊勢の神宮を中心とした町並

の地区だと思います。ここは、下水道の別の事業で整備されております。二見で言えば茶屋

のような感じで、五十鈴川中村浄化センターということで下水道処理施設ができています。

（委員）

五十鈴川流域にバンと建物立っているところのやつですよね。その周辺というのは、この

グレーのところになるんですか。ちょっと地図が、ここが内宮周辺になるわけなんですね。

そうすると、この内宮幹線はどのあたりのことなんですか、ここら辺は。

（伊勢建設事務所宮川下水道室）

内宮幹線につきましては、地元のこんな感じでララパークのあたりからずっと上がってく

ところから、今、この絵は新しい見直しは黒瀬地区とかのあたりになろうと思います。

（委員）

そうすると、このグレーのところって単独に浄化槽をしているところですね。違いました。

（下水道室）

ここは五十鈴川中村浄化センターです。伊勢市の特環の単独公共下水道で、競技場の裏手

あたりに浄化センターがあると思いますけども、これも将来的にはこの内宮幹線に接続しま

して、宮川流域下水道の浄化センターのほうで処理をします。

（委員）

ということは、そこでもう浄化されてるわけですね、今のところ。それがつなげるという

ことは、きれいな水をつなげるということになるんですか。それとも汚水を。

（下水道室）

あくまでも、ここ伊勢の観光地で、五十鈴川の水質改善を優先的に行うため、ここを先に

整備したということで、将来的には五十鈴川中村浄化センターは、耐用年数等もございます

ので、廃止した後、宮川浄化センターに流し込むという計画になっています。

（委員）

下水道に関して、市民的なレベルでの疑問が１つあるのが、先ほども浄化槽の話も出てま

すが、うちも浄化槽を使ってきれいにした状態で流すということをしておりますけれども、

きれいな水が町中を行き来しているということなので気持ちはいいんですけれども、これ下

水道になると、いったん汚い水が町中を巡るということになるので、なにかあったとき、ち

ょっと怖いなというのと、以前、何年か前に輪島で地震があったときの噂をチラッと聞いた
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のは、早々に下水道を整備した後に地震が起き、軒並み店舗が全部だめになって、またかな

り修繕費がかかったというのを聞いたことがあるんですが、例えば伊勢周辺というのは、地

震があったときなんか、きれいな水が放たれるのは別にいいんですが、汚水とかがバッと出

られると、どうなるんだろう。その後、すぐに下水道が使えないという状況に陥ったときに、

みんなどうやってトイレをするんだろうとかということを考えてくと、そういった対策とか

も箇所箇所で言ってたみたいな、雲出のほうで言いますと、ポイント中継地点みたいなもの

があったらまだいいのかなと思うけど、これ中継地点とかはないんですよね、伊勢というの

は、そういう途中、途中でやってくというのは。

（下水道室）

雲出川左岸処理区にあります香良洲のポンプ場というのは、あくまでも雲出川を渡るため

の汚水を圧送するポンプでございまして、きれいにする施設ではありません。あくまでも圧

送していると。宮川はそういうのは特になくて、自然に流れるような状態で集める計画にな

っています。

（委員）

宮川流域って結構広範囲にもわたっているので、もし災害が起きたときとか何かあったと

きには、どのような対処になるのか、なかなか考えにくいことだと思うんですけど、そうい

ったところがちょっと気にはかかるところかなと思っています。先ほど内宮のことは解決し

たのでいいんですけど、そういうもしもの災害対策みたいなものは下水道関係ではなにか決

まっているものはあるんでしょうか。

（下水道室）

例えば、宮川下水道につきましては、平成18年の供用開始ですので、処理場施設と管渠と

施設、すべて今、阪神大震災以後の耐震基準で設計して、すべてそれで施工されております。

古いところについて、以前から供用してるところについては、今、耐震対策をどのように

してくかということで調査しておるところでございます。

（委員）

処理するところの建物はそれでいいと思うんですが、そこへ行くまでの管の部分というの

が、ちょっとずれただけで、もうそこから先が行かなくなってしまいますね。

（下水道室）

県の幹線はそれも含めて保ちうる設計でしております。

（委員）

分かりました。そこら辺はなってみないと分からないので、
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（下水道室長）

地震対策につきましては課題かと思っておりまして、トイレとか生活に密着している部分

についてはいろんな方法を持って、例えば管路の確保ができていたら、マンホールにトイレ

を設置して共同で使えるような方法とか、いろんなものも、まだちょっと私どものほうも検

討不足のところがありますが、そういうようなものももうちょっと積極的に検討していきた

いなと思います。

ただ、個人の合併浄化槽が地震のときに大丈夫かと言うと、またこれ別の問題になりまし

て、今きれいな水が流せるからということですけど、地震が起きたらやっぱり戸別の浄化槽

もやられてしまいますので、これは両方共がやっぱり問題があって、それらを含めて下水道

の管路で受けるとか、そういうようなことを今後、検討課題ですけども、やっていかないと

いけないのかなと。ただ、ライフラインの一種でございますので、なるべく復旧が早くなる

ようにというようなことも含めて検討課題かと思っております。

（委員）

ありがとうございました。

（委員）

２つ教えていただきたいことがあります。三重の下水道の11ページですが、この計画放流

水質というところですが、先ほど私が質問させていただいたときに、雲出川の資料の25ペー

ジでＢＯＤが無くてなんでＣＯＤなんでしょうかという話のときに、直接海域に出している

のでＣＯＤなんですという話をいただいていたと思うんですが、三重の下水道の11ページの

計画放流水質のところはＢＯＤで示されているんですが、これはなぜなんでしょう。

（下水道室）

当然、ＢＯＤも管理しております。先ほどＣＯＤとＮＰの話は海域での基準とういうこと

で、費用対効果出すときにどの程度改善されるかということの指標として使っております。

通常の水質管理の中では当然ＢＯＤも計測しております

（委員）

通常の管理でＣＯＤも計ってるんですね。

（下水道室）

ＣＯＤも計っています。

（委員）

そのときに、片方の便益の計算ではＣＯＤが来てるけども、実際の放流水質のほうで示さ

ない理由というのは何かあるんですか。
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（下水道室）

この辺がちょっと認可上の、下水道の計画認可、国の許可の話ですが、ＢＯＤとＮＰを定

めなさいという状況になってますが、当然ＣＯＤについても流総計画のほうでの基準がござ

いますので、それを満足するような事業計画になっております。

（委員）

そういう基準があるので示さないということですね。

あと、もう１点なんですが、雲出の25ページのところの伊勢湾全体の環境価値というこの

計算のところなんですが、よくよく見ると、この資料が平成11年３月の報告書ということに

なっていて、一番四角で上に囲ってあるとこに平成10年価値で、平成９年３月と書いてある

んですね。これって、以前、この審議会で評価したときが平成19年で、そのときの計画が平

成16年のものだということが前のほうの資料で書いてあるんですが、これを見ると、このと

きと環境に関する部分というのはこの辺の計算は変わってないのかなという、同じ資料を使

ってらっしゃるのかということになると思います。この後、新しいデータが出てきてないん

ですか。あまりにもちょっと10年経ってると、社会経済の状況が変化しての今回の審議とい

うのを考えると、ちょっと時間が経ちすぎている資料を使ってらっしゃるかなという気がす

るんですけども。

（下水道室）

11年の３月に伊勢湾全体で出してます、三重県、愛知県とか名古屋市、岐阜県とかですね。

伊勢湾に水が流れ込む自治体でみんな集まりまして協議会を設置しまして、その中でＣＶＭ

で算出した額で出しておりますが、それ以降、伊勢湾全体としての調査はなされてないため

に、委員のおっしゃるように確かに古いかと思いますので、これをやむを得ず使っておりま

すが、価値としては現在価値化しておりますので、これを利用させていただいて算定してい

ます。

（委員）

そういうふうな形で、例えば10年前のデータをある部分で使ったときに、計算の一部では

下のほうに平成21年３月のデータですとか既に使っているわけですね。その辺の時間差が生

じる計算違いという言い方はちょっと変なんですが、見積もりがちょっと違ってくるのかな

という懸念はどっかに生じるかなというのは、正直なところないんですか。計算の過程でこ

の部分がちょっと危ないのかなという、10年という時間は環境は結構変わるのかなという気

がするんですけど。

（下水道室）

当然、社会情勢とか県民の皆様の環境意識については向上しておるものと思っております。

ですので、当時の支払い意志額のアンケートでございますので、感覚的なことで申し訳ない
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ですが、環境に対する意志があがれば、支払い意志額も当時よりはまだ上がってくるのかと

いうようなイメージは持っていますが、資料としては当時のものしかございませんので、当

時のものを利用させていただいております。

（委員）

これ関係自治体が集まって平成11年にやられたという話なんですが、その後、また集まっ

て再度見直しましょうという予定とか計画というのは、ないんでしょうか。

（下水道室）

今のところ、ございません。

（委員）

そうですか。分かりました。それではしょうがないと思うんですが、何かこの他に代用で

きるなというあたりがつきそうな調査というのも、関係の機関でやられているということは

ないんですかね。

（下水道室）

伊勢湾全体としてのこういう支払い意志額ですので、ちょっと無いと思いますけど。

（委員）

報告書に出すときの計算のある部分の数値というのは、例えばこの報告書でなくても、ど

こかに基礎のデータがあれば、独自に県のほうで計算して出させる部分というのはないんで

すか。ストレートにこの11年度報告書で出ている数字を使うのではなくて、この部分は基礎

のデータをどこかでとらえているから、その部分から11年の報告書で使った式に新しいデー

タを組み入れて計算をし直してみようとか、そういうこともできないんですか。どういう計

算をしてるか分からないので、どういうファクターが必要なのかも分からないんですけど、

さっきの話からまた難くせつけるようで申し訳ないんですが、環境意識が高ければ、その辺

までは環境関係の便益の計算をやっていただけるのかという気がするんですけども。

（下水道室）

すいません。何度も申し上げるようで申し訳ないですが、伊勢湾全体としてどうかという

ことで周辺の自治体でやっておりますので、そういう観点からすると、三重県単独でやると

いうのは厳しいかというふうには考えてます。

（委員）

なるほど。単独でやるのは厳しいのは、他の県となんかのデータの折り合いというか、違

ってきてしまうとか、そういう部分で単独だと厳しいんですか。
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（公共事業総合政策分野総括室長）

あいまいに答えずに、今回の場合は、ちょっとまた検討させてもらって答えるというのも

１つ。

（下水道室長）

もう調査に代わるようなものがありませんので、検討をしても多分今の状態一緒と思いま

す。

（公共事業総合政策分野総括室長）

いや、逆に言うと、他県さんに相談かけるとか、そういう方法はあるよね。

（下水道室長）

ただ、意識調査ですので、また取り直さないと、９年のを加工してどうのこうのというの

は、経済価値の価値変化はできますけども、

（公共事業総合政策分野総括室長）

三重県単独で取り直したらどうかという要望というか、取り直しはありませんかというこ

とやで。

（下水道室長）

とり直すとしたら、もう１回呼びかけになります。

（委員）

もったいないような気がするんですよね。下水道自体は環境改善のために当然社会的に寄

与しているわけで、そういったところがなんかこういう、例えばよくよく見てみると古いデ

ータで環境関係処理されてるというのは、実はあんまり改善されてないとこがあるから、こ

ういうのを使っているんじゃないかと勘ぐってしまう部分も、もしかしたら人によってはあ

るかもしれませんので。そういったところで、やっぱりその時点、その時点に応じてきちん

とした計算なり影響評価なりということをやっていただいたほうが、下水道が環境に対して

これだけ貢献してますということを社会に対して説明していることにもなりますし、なにか

問題が生じたときにも、下水としてはこれだけデータを取っていて何ら問題はありませんと

いう証拠が提示もできると思うんですよね。そのあたりのところで今日、いろいろご提示い

ただいたデータを見るにつけ、環境の部分が少し薄いのかなと気がしてならないので、今、

平成10年の計算のデータの件も含めてご検討いただければと思います。

（委員）

私、専門じゃなくてよく分かんないんですけど、公共用水域の水質保全効果の額が、なん
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か少し少ないような気がするんですね。いろいろ環境影響のことを考えれば、もっとあって

しかるべきじゃないかというふうに思うんですね。そういうふうなことを、おっしゃってる

んだと思いますけど。非常に狭い経済効果だけで。

（下水道室長）

確かにおっしゃられるところは分かりますけど、客観評価の限界というか、どういう手法

でやっていくかで、私も道路の関係なんか多いですが、道路は経済波及効果とかそういうも

のを複合的な要因がありますので、例えば時間短縮効果とか事故率の減少とかというような

ものに代表させて評価しておるところがありまして、下水道も同じような感じで、何かに置

き換えられるもので評価をしているところがあって、なかなか額とかに置き変えにくい部分

があって、主に置き換えにくい部分について、こういうふうに意識調査みたいな感じでこう

いう浄化とか、そういうものに対していくらぐらい払う価値がありますかというような意向

調査をしてやっている部分があって、今回はその部分になろうかと思いますけども。総体で

考えてくと、もっと価値があるのではないかという委員のご意見はよく分かるところですが、

なかなか現在のところ、そういうふうな手法を取らしてもらっているというような状況でご

ざいます。

（公共事業総合政策分野総括室長）

だとしても、今の委員から言われているデータが古いから、今の状況を表してないんじゃ

ないかという答えではないよね。

（下水道室長）

ええ、そうですね。ですから、データの更新につきましては、やはり他県に呼びかけて４

県でもう一度取り直すというようなことを

（公共事業総合政策分野総括室長）

も含めて、一度、意向も含めて検討をいただけないかということですね。

（下水道室長）

そうですね。なるだけしていきたいとは思っております。今回のことも含めですね、こう

いう、なんで正確な評価ができないというような状況、各県共通の部分もあろうかと思いま

すので、あとの県にも投げかけて、もう１回新たに調査しましょうかというようなことも投

げかけていきたいというふうには思っております。

けども、今、ただ、くどいようですけど、手持ちのデータが10年前のしかございませんの

で、他のものを使うよりも、こちらのほうが評価としてはいいかなと。他の代わるものがち

ょっと見当たらないということで、現在、これでやらしていただいているのが実情でござい

ます。
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（委員長）

最後に、全体説明の７枚目に流域下水道いくつか出ていますけれども、今年、３つ評価を

するわけですが、あとの３箇所ですか、これは来年の評価ということになるんでしょうか。

（下水道室長）

この後、今年度中に松阪処理区ですから、下から２つ目の黄色のです。松阪処理区が今年

度、今日、概要説明をさせていただきます。

それと、来年度、上から２つ目の北勢沿岸流域下水道南部処理区と、中勢沿岸流域下水道

志登茂川処理区、これが来年度予定しております。近年ではそういう予定です。

（委員長）

一番上は。

（下水道室長）

一番上の北部につきましては、平成19年に評価をさせていただいておりますので、あとま

たローリングで何年か置いた後になろうかと思います。

（委員長）

分かりました。では、大体それぐらいですか。

それでは、時間を20分程度ですけどもオーバーしておりますので、ここでいったん休憩を

挟みまして、ただ今、審議いたしました事業の委員会意見をまとめることといたしますが、

委員の皆様、よろしいでしょうか。

それでは、いったん休憩といたしまして、再開は、事務局、16時半でよろしいですか。で

は、16時半ということでさせていただきます。

（休憩）

（委員長）

それでは、委員会を再開いたします。

今しがた、意見書案を検討しましたので読み上げます。

意 見 書

平成２２年１０月４日

三重県公共事業評価審査委員会

１ 経 過

平成２２年９月１０日に開催した平成２２年度第１回三重県公共事業評価審査委員会にお
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いて、県より下水道事業２箇所の審査依頼を受けた。

この事業に関して、担当職員から事業説明を受けるとともに、審査資料に基づき審査を行

った。

２ 意 見

審査対象事業に関して慎重な審査を行った結果、以下のような意見を委員会としてとりま

とめ、三重県知事に対して答申するものである。

（１）下水道事業［県事業］【 再評価対象事業 】

３番 中 勢
ちゅうせい

沿岸
えんがん

流 域
りゅういき

下水道（雲出川左岸
くもずがわさがん

処理区）

５番 宮川
みやがわ

流 域
りゅういき

下水道（宮川
みやがわ

処理区）

この２箇所は、事業計画の見直しを行ったことにより、今回再評価を行った事業である。

３番については、昭和５６年度に事業着手し、平成１０年度、１９年度に再評価を行い、そ

の後おおむね３年を経過して再評価を行った継続中の事業である。

５番については、平成１０年度に事業着手し、平成１９年度に再評価を行い、その後おお

むね３年を経過して再評価を行った継続中の事業である。

今回、審査を行った結果、３番、５番について事業継続の妥当性が認められたことから事

業継続を了承する。

ただし、下記の意見を付するものである。

下水道事業においては、他機関・他部署からのデータ取得を含め、処理水の生態系に及ぼ

す影響についても厳密に調査されたい。

（２）総括意見

１ 今後、社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業に関し

て評価を行う場合は、最新のデータを使用されたい。

２ 環境に与える影響の評価については、対象地域に対する影響も考慮されたい。

以上です。

委員の皆さんよろしいですか。

（委員了承）

それでは、当意見書を持ちまして答申とします。
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なお、意見書につきましては、後ほど事務局から各委員に配付することにします。

では、引き続きまして、議事次第３ 再評事対象事業の事業概要説明に入ります。事務局

から説明をお願いいたします。

（事務局）

ただ今から、次回、審査を行う事業につきまして概要説明を行います。説明はお手元の資

料７の青いインデックスがついた資料を用いて行います。再評価対象事業の下水道事業１件

です。この資料を用いて事業主体が１事業あたり 10分程度で説明いたしますので、委員の皆

様におかれましては、次回の審議の際に補足してほしい説明や追加してほしいバックデータ

などの資料、その他、興味を抱かれた事柄など、次回の説明につながるご意見、ご要望をお

願いしたいと思います。

（委員長）

委員の皆さん、今の説明についてご質問等ございませんか。

それでは、特に無いようですので、ただ今から事業説明に入ります。それでは、概要説明

をお願いいたします。

（3）再評価事業の事業概要説明

４番 中勢沿岸流域下水道事業（松阪処理区）の再評価の概要説明

（中勢流域下水道事務所 事業推進室長）

説明いたします。私、中勢沿岸流域下水道の北田と申します。

松阪処理区の再評価についてご説明申し上げます。

座って説明させていただきます。

まず、松阪処理区の地域ですが、三重県のほぼ中央に位置しまして、津市、松阪市、多気

町の２市１町です。市町村の合併前の市町村名で言いますと、旧一志町と旧白山町、旧嬉野

町、旧三雲町、旧松阪市及び旧多気町の１市５町でございます。

それでは、お手元にあります概要説明の別紙１に沿いましてご説明します。

事業着手の理由ですが、伊勢湾をはじめとする公共用水域の水質保全、そして、汚水排除

による生活環境の改善を図るため、下水道を整備することを目的としております。今回、再

評価を行なった理由でございますが、人口が減少など社会状況の変化を受けて、平成 21年度

に全体計画の見直しを行い完了いたしましたので、今年度、三重県公共事業再評価実施要綱

第２条の第４に基づき再評価を行いました。

まず、行政人口は見直し前の津市、松阪市、多気町の合計が約 48万 9,000 人で、見直し後、

平成 37 年では 44 万 6,000 人となり、４万 4,000 人ほど減りました。下水道計画の計画区域

は、人口や区域周辺の新たな開発等の状況、あと、雲出川左岸処理区から一部区域を編入し

たことなどを踏まえまして、見直しを行いまして、その結果、見直し前、約 6,700ha から約
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100ha 増え 6,800ha となりました。計画処理人口は見直し前の約 18 万 5,000 人から約１万

4,000 人の減り、約 17 万 1,000 人となりました。計画汚水量では日最大で約 11 万 3,000 ㎥

から、２万㎥減少しまして、約 94,000 ㎥となりました。この事業では、県が幹線管渠、ポン

プ場、処理場工事を行いまして津市、松阪市、多気町が各家庭や事業所の汚水を集め県の幹

線管渠へ導く面整備工事を行なっております。県と市町が事業が一体となって効果を発揮す

るため、事業費は県と市町の費用を合わせた額を上げさせていただいております。後で説明

いたします費用便益効果についても県と市町の事業を合わせた費用で算出しております。

事業期間ですが、平成２年度から平成 78年度となっておりまして、全体事業費は約 3,330

億円で、そのうち県事業は 883 億、市町事業が 2,447 億円でございます。残計画の全体事業

費は約 1,811 億円でございます。その内訳は県事業 259 億円、市町事業は 1,550 億円となり

ます。現在の進捗率は全体の事業費で示しますと 45.6%、その内、県事業は 70.6％、市町事

業は 36.6％となっております。

事業の進捗状況と残計画でございます。黒い実線が幹線管渠の整備済み区間を表しており、

赤色の線のところは未整備箇所となっております。具体的な数字で申し上げますと、幹線管

渠の全体延長が 55.2ｋｍあり、その内 95％が整備済みとなっています。残りは 2.5ｋｍとな

りました。ポンプ場は６箇所あり、内、５箇所は整備済みで、残り１箇所は川口ポンプ場と

いいますが、平成19年度から工事にかかりまして23年度に完了する運びとなっております。

終末処理場であります松阪浄化センターの整備状況につきましては、平成 10年４月に供用を

開始し、現在、全体計画能力が１日当たり 9万 3,600 ㎥の内、32%の 3万 400㎥が稼働してお

ります。残りは 6万 3,000 ㎥の 68％が将来整備されていくこととなっています。 

市事業の面整備は全体計画区域が 6,800ha のうち、整備済みはグレーの着色部分で記載し

てございまして、約 2,400ha、36％ができあがっており、残り黄色い部分が約 4,300ha あり

まして、64％が未整備となっております。

概要説明書の別紙１に記載されています事業箇所周辺の状況でございますが、周辺施設と

しては、農業集落排水施設や合併浄化槽が整備されております。周辺で継続中の公共事業は、

当事務所が実施しています中勢沿岸流域下水道事業の志登茂川処理区と雲出川左岸処理区、

これら処理区の事業に関連し、津市が流域関連の公共下水道事業、松阪市、多気町が実施し

ている市町設置型合併浄化槽があります。周辺の環境としましては、この処理区も他の処理

区と同じように少子高齢化の影響により人口が減少傾向となっております。

次に、再評価の経緯でございますが、この松阪処理区は平成２年度より事業を実施してお

りまして、平成 17年度に初回の事業再評価を実施しています。前回の答申いただいた内容に

つきまして「事業計画の妥当性が見られたことから、事業継続を了承する」との意見をいた

だいております。

費用効果分析について説明します。費用効果分析を行うにあたりましては、下水道におけ

る費用効果分析マニュアル案を参考にして行なっております。分析の期間は、県が流域下水

道事業に着手した平成２年度から、松阪市の流域関連公共事業の整備完了年予定である平成

78年度の 50年後である平成 128年度までを分析対象期間としております。



48

費用効果分析の便益についてご説明申し上げます。他処理区と同じように便益としまして

は３つございまして、1 つ目は、周辺環境の改善効果といたしまして、悪臭、害虫防止のた

め水路に蓋を設置する費用や、水路を清掃する費用、２つ目は、居住環境の改善効果といた

しまして、個人が浄化槽を設置する費用、維持管理する費用等を上げております。３つ目は、

公共用水域の水質保全効果といたしまして、伊勢湾の水質を保全することに対する住民の支

払い意志額等を算定しております。それぞれの便益は、周辺環境の改善効果が約 2,621 億円、

居住環境の改善効果が約 2,524 億円、公共用水域の水質保全効果は約 322 億円となり、合計

5,467 億円として算定しております。

続いて、本分析で算定した費用についてご説明申し上げます。費用として計上いたしまし

たのは、処理場、管渠の建設費、それと分析対象期間で発生する改築費やその維持管理費が

あります。分析対象期間にかかる費用を現在価値化した総費用に置き換えますと、約 3,590

億円と算定しております。算定した額の費用便益比は 1.52となりました。事業主体といたし

ましては、下水道整備を水質保全と生活環境の改善を図る目的に進めていますが、今回の再

評価の視点を踏まえ再評価を行なった結果、すべて完了するのにはまだ大分先ではございま

すが、現段階では当事業を継続し、伊勢湾周辺の水質保全と生活環境の改善に努めていきた

いと考えております。よろしくご審議願いたいと思います。

以上で、概要説明を終わらせていただきます。どうもありがとうございます。

（委員長）

ありがとうございました。ただ今、ご説明のあった事業について、委員の皆さんの次回の

審議に向けてのご意見、ご要望などを伺うわけですけれども。

委員。

（委員)

先ほどの意見書にもありましたけども、データを新しいものにしてもらいたいなと。特に

行政人口、これにいつのデータを用いられているんでしょうか。次回までに確認していただ

いて、市町の住基台帳のデータを見てもらえれば分かると思いますので。

（委員長）

他に何かございませんでしょうか。

委員。

（委員）

事業の進捗状況のところなんですけれども、黒い線がもう整備済みだと思うんですけど、

赤い線が多分未整備なんですけれども、未整備のところっていうのは、もう本当にこのちょ

こちょこっとした小さいところが数箇所だけなんですか。
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（中勢沿岸流域下水道事務所 事業推進室長）

はい、県の幹線です。

（委員）

どちらかというと、その進捗率さっきの何％って言いましたっけ。60何％って言ってまし

たか。

（中勢沿岸流域下水道事務所 事業推進室長）

幹線管渠が 95％です。

（委員）

幹線の部分はそうなんですね。どちらかというと、その区域のほうがまだまだできていな

いところがあるということなんですね。

（中勢沿岸流域下水道事務所 事業推進室長）

そうでございます。

（委員）

はい、分かりました。ありがとうございます。

（委員長）

他に何かございませんでしょうか。

委員。

（委員）

すいません。水質保全のところで現時点でそろえられる水質関係、環境関係のデータを次

回提示いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

（委員長）

おそらく次回までに時間が非常に短くて、できることとできないことがあるとは思います

けれども、できるだけ同じような評価で、同じ種類の下水道の評価ですので、今日出てきた

意見等を参考にできることはよろしくお願いいたします。

他に特に無いようですので、それでは、事業概要説明はこれで終わります。どうもありが

とうございました。

最後に議事次第４ その他ですけれども、事務局、何かございますでしょうか。
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（4）その他

（公共事業推進室長）

次回の日程についてご報告をさせていただきます。次回、11月の８日月曜日でございます

が、13時から場所はアスト津で開催する予定でございます。お忙しいとは存じますが、ご出

席をいただきますよう、よろしくお願いいたします。

以上でございます。

（委員長）

はい、それではこれで本日の議事を終了いたします。

（5）閉会

（公共事業運営室長）

ありがとうございました。


